
2023年度（令和5年度）包括外部監査に基づく措置等の状況

テーマ「経済活性化及び環境保全に関する財務事務の執行について」
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見出しは包括外部監査結果報告書（要約版）に対応しています。 20 86 57 20 20 13

1

第3章 監査の指摘及び意見（総論）
2 経済部及び環境部の連携

① 【意見】経済部と環境部のさら
なる連携が必要である。

経済活性化と環境保全は相反する目標として考えられてきた側面がある
が、実際には相互に関連するものである。近年では経済活性化と環境保全
を両立させるというグリーン成長という概念が主流となっており、環境問
題を解決しながら同時に持続可能な経済成長を目指す取組が推進されてい
る。持続可能な経済社会の構築に向けての取組が重要になるなか、経済部
と環境部が同じ局にあり、互いに協調しながら課題解決にむけて事業を
行っていくことがますます必要になってきている。
これまでに経済部と環境部で、SDGs及び産業団地造成の経済活性化と環境
保全に関して会議を行った議事録があるかどうかを市に確認したところ、
「未開催のため、提示できるものはない」との回答を得た。また、経済部
企業誘致推進課の企業誘致活動では、広島県県内投資促進課、同東京事務
所、同大阪情報センター等と連携することはあったが、環境部と連携を
行って、環境配慮型企業の誘致促進を行う等の取組を行うことはなかっ
た。SDGsや環境保全というテーマは単に法令や規制を遵守さえすれば良い
というものではなく、より自主的な取組が大切であり、経済部と環境部が
それぞれの業務内容の範囲を行うだけでは十分とは言えず、両部の連携が
重要になる。
福山みらい創造ビジョンの市政運営の基盤づくりでは、簡素で効率的な組
織体制を基本に、時代の変化に対応した政策の立案・実施や横断的な連携
を行うことができる体制を構築するとある。令和5年度からは「グリーンな
ものづくり企業プラットフォーム」を発足し、環境への配慮や働きやすい
職場環境づくり、女性・障がい者・高齢者の雇用促進を進める企業を市内
外に発信することで、その認知度向上や人材確保につなげる取組を経済部
と環境部をはじめとする関係部が連携して進めているところである。
市では人口減少、地域経済の縮小及び環境問題等の課題を抱えている。今
後も、持続可能な経済社会の構築に向けて、経済部と環境部の互いに協調
を必要とする横断的な課題が増えていくことが想定されるなか、経済部と
環境部のますますの連携が必要となる。

● 〇

本市では「福山みらい創造ビジョン」に基づき「市民
一人一人の安心な暮らしと希望が実現する都市」をめ
ざす姿としている。各施策を総合的に推進する「新５
つの挑戦」の中の「挑戦３ 人や企業が安心・安全に活
躍できる都市環境の構築」では、「循環型地域経済の
形成」「多様な働き方と新たな人の流れの創出」「環
境にやさしいまちづくり」などを推進しており、経済
部と環境部をはじめ関係部署と総合的な施策として推
進している。具体的には、2023年（令和5年）12月に立
ち上げたグリーンな企業プラットフォーム事業では、
環境への配慮や働きやすい職場環境づくり、女性・障
がい者・高齢者の雇用促進を進める企業を市内外に発
信することで、その認知度向上や人材確保につなげる
取組を、経済部と環境部をはじめとする関係部が連携
して進めているところである。引き続き連携してい
く。

経済総務課 2024/9/27

※1つの項目に対し、複数の対応状況を記載している場合があるため、指摘・意見の数の合計とは一致しません。
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2

第3章 監査の指摘及び意見（総論）
2 経済部及び環境部の連携

② 【意見】経済部と環境部で重要
な情報共有や各種案件の議論を行う
場合、議事録などの文書的記録を残
すべきである。

これまでは経済部と環境部は定期的に局部長会を開催し、情報共有や各種
案件の議論を行っていたが、それらの議論についての議事録や議事要旨な
どの文書的な記録は残されていなかった。

議事録は会議で議論された内容や決定された内容等を記録し、会議の参
加者や関係者で共有することを目的とする。会議の内容を議事録に残すこ
とで、今後の方向性や業務の方針が明確化し、情報共有した全員が日々の
業務に生かすことが可能となることから円滑な業務遂行に寄与する。
経済部と環境部で情報共有や各種案件の議論を行ったとしても議事録等が
なければ、どちらの部署が次にどのような業務を行うべきかが明確になら
ない可能性がある。また会議の決定事項に関する責任の所在が曖昧になっ
たり、過去の会議の流れを理解するのが困難になったりする等の弊害が生
じるおそれがある。今後、経済部と環境部で重要な情報共有や各種案件の
議論を行う場合、出席者の氏名、議題、議決事項等を議事録に記載し、そ
れぞれの部内で共有する必要がある。

● 〇

経済環境局内の連携のため、定期的に局部長会を開催
し、情報共有や各種案件の議論を行っている。2024年
（令和6年）4月より局部長会で協議した政策的案件に
ついては、協議資料に協議内容を反映させることで文
書的記録としている。
また、各プロジェクトについて進捗・方向性の確認等
の情報共有をしている。グリーンな企業プラット
フォーム事業の運営会議や担当者会議といった連携会
議では議事録を作成している。今後も重要な会議にお
いては議事録を作成していく。

経済総務課 2024/9/27
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第3章 監査の指摘及び意見（総論）
2 経済部及び環境部の連携

③ 【指摘】元町トライアングル広場
の受動喫煙対策は関係部局が同じ認
識を持ち課題解決を図る必要があ
る。

市では、「福山市空き缶等の散乱防止等及び環境美化に関する条例」（略称：福山
市環境美化条例）を平成7年10月1日（令和3年12月一部改正）から施行しており、市
内全域で路上喫煙をしないよう努めることとし、特に福山駅周辺部では、路上喫煙
を禁止する区域を設けている。福山駅周辺部の路上喫煙制限区域は、福山駅周辺デ
ザイン計画で示された「ウォーカブルエリア」内の道路を基本とし、福山駅前広
場、福山駅北口広場が含まれる。市は「路上喫煙制限区域」の指定にあわせて、制
限区域を案内する看板の設置や、路面標示を行ったり、関係団体と連携し、制限区
域内で路上喫煙を防止するためのパトロールなどを行ったりして啓発活動を行って
いる。
市が路上喫煙制限区域内に設置する4か所の屋外喫煙所は全て厚生労働省の構造基準
を満たすものである。しかし、「ウォーカブルエリア」内の元町トライアングル広
場では、煙が容易に漏れないように配慮されていない灰皿が設置されており、受動
喫煙のおそれがある。
元町トライアングル広場の周辺では多くのイベントが行われており、子どもから大
人まで多くの人が往来する場所である。喫煙は他者に対する個々の配慮義務が求め
られるが、子どもが多く参加するイベントのすぐ近くで大人が喫煙を行い、望まな
い受動喫煙が発生するおそれがある場合には、イベント主催者や施設管理者におい
て喫煙場所を設置させるなど、対策を求める必要がある。また、令和7年には世界バ
ラ会議福山大会が開催され、世界中から多くの関係者や観光客が福山市を訪れるな
か、インバウンドにも対応した分煙環境の整備も必要である。
元町トライアングル広場の敷地の管轄は経済部である一方で、広場の公衆便所は環
境部の管轄である。このように元町トライアングル広場の管轄が経済部と環境部で
わかれており、施設管理を含めたあらゆる施策について、関係部局の認識が合致し
なければ、分煙環境の整備をはじめとした生活環境の改善へと繋がらないことが危
惧される。

● 〇

【ウォーカブルエリア内の路上喫煙対策状況】
・喫煙所の整備（5箇所）
・条例周知看板、ポスター及び路面標示の掲出
・路上喫煙防止パトロールの継続

（考え方）
世界バラ会議福山大会を控えている現在、ウォーカブ
ルエリア、特に来訪者の玄関口となる福山駅周辺にお
いては、分煙環境を整えインバウンドに対応した快適
空間の創出に取り組んできた。
とりわけ、商店街関係者にも協力を求めるとともに、
路上喫煙防止パトロールを継続して実施し、喫煙者に
対する声掛けや喫煙所への誘導を行ってきたところで
あり、エリア全体では、ポイ捨てや路上喫煙者の数
は、条例改正前と比べて減少した。
引き続き、福山駅周辺の活性化のために開催されるイ
ベントなどに合わせて、喫煙に対するマナーやモラル
向上に向け、環境美化や受動喫煙の対策など、これま
での取組を強化して実施する。

廃棄物対策課 2025/3/7

世界バラ会議福山大会は「ローズマインド（思いやり・優しさ・助け合いの心）」
を推進している。「ローズマインド」は、福山の戦後復興から半世紀以上の歩みの
中で誕生した言葉である。ばらを愛し育てることを通して育む「思いやり、優し
さ、助け合い」の心を示し、平和、ばら栽培に必要な愛情、人やまちへの優しさな
ど様々な思いが込められている。「ローズマインド」の推進のなかで、公共の場に
おける農薬散布を前提としないばらの植栽など、環境に配慮したまちづくりを推進
し、SDGｓの達成に貢献する「ばらのまち福山」の方向性を提示するとある。それに
も関わらず、他者に配慮のない公共の場での路上喫煙があるとすれば、「ローズマ
インド」の理念に反しSDGｓの達成に貢献する「ばらのまち福山」の実践ができてい
ないことになる。大会を通じて心を込めたおもてなしでお迎えし、大会参加者に満
足していただける大会をめざすなか、関係部局が協調を図るとともに、それぞれの
役割を果たしながら、元町トライアングル広場の受動喫煙対策を進めることが必要
である。

3
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4

第3章 監査の指摘及び意見（総論）
2 経済部及び環境部の連携

④ 【意見】経済部と環境部の契約の
相手方が同一である場合、互いに連
携し総合的な視点で施設の在り方を
検討することが大切である。

元町トライアングル広場の敷地は、経済部産業振興課の管轄であり、「財
産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例」第4条第１項の規定に基づき
「公用若しくは公共用又は公益事業の用に供する」に該当し、コミュニ
ティ施設用地が使用目的であることから商店街振興組合に無償で貸し付け
ている。
元町トライアングル広場の公衆便所及び集会所の建物は商店街振興組合に
より建てられたものである。トライアングル広場公衆便所維持管理業務は
環境部の管轄であり、当該商店街振興組合に随意契約により委託してい
る。その理由は「福山市と商店街振興組合が平成3年１０月５日付けで締結
した協定書に基づき、同組合が元町トライアングル広場整備事業により設
置した便所を公衆便所と位置づけ、維持管理業務を委託するため競争入札
に適しないものである。」とある。
元町トライアングル広場の土地の使用貸借契約書と公衆便所の協定書はい
ずれも平成３年１０月５日に締結しており、相当の期間が経過するなかで
社会情勢も変化している。今後も経済部と環境部が連携しながら、総合的
な視点で施設の在り方について、時代に即した内容を検討することが大切
である。

● 〇

元町トライアングル広場に係る土地使用賃借や公衆便
所の維持管理については、引き続き関係課と連携し、
社会情勢の変化や過去の協議経過も踏まえつつ、時代
に即した施設の維持管理や費用負担の在り方について
検討していく。整理には期間を要する。

廃棄物対策課
産業振興課

2025/3/7

5

第3章 監査の指摘及び意見（総論）
2 経済部及び環境部の連携

⑤ 【指摘】経済部と環境部で事務処
理の経験やノウハウをこれまで以上
に共有しなければならない。

令和5年8月2日の中国新聞記事によると、環境部が所管の省エネ性能の高い
エアコンや冷蔵庫の買い替え費用を補助する事業で、市内の42世帯に対し
て補助金計202万円を二重で交付するミスが発生した。二重交付は一世帯あ
たり3万円から5万円で2回目の補助金の振り込みを確認した市民からの問い
合わせでミスが発覚した。環境部によると、申請者名や金額などを入力す
る会計システムで、補助金を支払い済みの世帯のデータが残っていたた
め、二重で払った。本来は支払い済みのデータを消去して作業する。受け
付け済みと支払い済みの照合などを複数の職員でチェックしていたが、ミ
スを見落としたという。
市民や事業者に対しての補助金交付業務は、経済部ではこれまでに多くの
実績を有しており豊富な経験やノウハウがあったため、過去の補助金交付
事務に関して確認しながら作業を進めていたが、環境部において、補助金
を支払う段階でのチェック機能が十分でなかった。

補助金の二重交付の問題が発生すると、納付書の郵送などの追加的なコ
ストがかかるだけでなく、対象者への説明と謝罪のために多くの余分な時
間がかかることになる。このような問題が二度と発生しないようにするた
めに、経済部と環境部がこれまで以上に連携して事務処理マニュアルや
チェックリストの共有や相互のコミュニケーションの強化等を行っていく
べきである。

● 〇

2023年度（令和5年度）に発生した事務処理ミスについ
ては、2023年（令和5年）8月に再発防止に向け、原因
や今後の対応策などを全庁で共有した。また、新たに
補助事業を行う場合は、他部局の実施事例も参考にす
る中で、事務処理マニュアルやチェックリストを見直
し、チェック体制を強化した。

環境総務課 2025/3/7
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6

第3章 監査の指摘及び意見（総論）
3 SDGs 未来都市計画

① 【意見】「今後取り組む課題」に
ついて、「2030年（令和12年）のあ
るべき姿の実現に向けた優先的な
ゴール、ターゲット」を設定するべ
きである。

SDGs未来都市計画の「2030年（令和12年）のあるべき姿の実現に向けた優
先的なゴール、ターゲット」については、SDGsの推進を掲げている「福山
みらい創造ビジョン」のKPIを中心に、経済、社会、環境に関連する項目を
抽出し設定している。結果として、SDGs未来都市計画の「今後取り組む課
題」について、「2030年（令和12年）のあるべき姿の実現に向けた優先的
なゴール、ターゲット」が設定されていない。「2030年（令和12年）のあ
るべき姿の実現に向けた優先的なゴール、ターゲット」が設定されていな
い具体的な例は次の通りであり、いずれも福山市の重要な課題である。
「首都圏等から人や企業を呼び込む環境を整えること」
「人口減少・少子高齢化社会に的確に対応した施策」
「福山駅周辺のにぎわい再生などの都市基盤の整備を進めること」
「福山みらい創造ビジョン（第五次福山市総合計画第2期基本計画及び福山
市総合戦略を一本化したもの）」は、2021年（令和3年3月）に策定した福
山市の最上位計画であり、SDGsの推進を掲げるとともに、取組の方向性ご
とにKPIと達成をめざす17のゴールを設定している。しかし、SDGs未来都市
計画も独立した市の重要計画であることから、福山みらい創造ビジョンと
の整合性を図りながらも、「今後取り組む課題」について「2030年（令和
12年）のあるべき姿の実現に向けた優先的なゴール、ターゲット」を設定
するべきである。

● 〇

福山市SDGs未来都市計画は、内容について内閣府と調
整の上、市議会の地方創生調査特別委員会及び福山み
らいづくり懇話会での意見聴取を踏まえ2023年（令和5
年）8月に策定した。
計画期間は2023年度（令和5年度）から2025年度（令和
7年度）までであり、意見の措置については、次回
（2025年度（令和7年度））の第2期計画の改定の際に
検討する。

企画政策課 2025/3/7

7

第3章 監査の指摘及び意見（総論）
3 SDGs 未来都市計画

② 【意見】SDGs 未来都市計画には
持続可能な開発目標の17 ゴールをバ
ランスよく設定することが望まし
い。

「福山みらい創造ビジョン」のKPIでは、持続可能な開発目標の全17ゴール
を設定しているのに対し、SDGs未来都市計画のKPIでは、「貧困、飢餓、
ジェンダー、水・衛生、不平等、海洋資源、陸上資源、平和」の項目につ
いては目標が設定されていない。この点に関して市に問い合わせたとこ
ろ、「これらの項目に関して取組をしないということではないが、SDGs未
来都市計画のKPIは福山みらい創造ビジョンのKPIのうち、「多様な主体が
参画し、新たな価値を創造する『持続可能なまち』の実現」に向けた先導
的取組である「福山版サーキュラーエコノミーの実現に向けた取組」を進
めていく上で密接に関連するKPIを抽出し設定している」旨の回答を得た。
しかしこれらの項目のみを抽出する合理的な理由が見いだせないことか
ら、SDGs未来都市計画においても、持続可能な開発目標の全17ゴールを、
包括的に設定することが望ましい。

● 〇

福山市SDGs未来都市計画は、内容について内閣府と調
整の上、市議会の地方創生調査特別委員会及び福山み
らいづくり懇話会での意見聴取を踏まえ2023年（令和5
年）8月に策定した。
計画期間は2023年度（令和5年度）から2025年度（令和
7年度）までであり、意見の措置については、次回
（2025年度（令和7年度））の第2期計画の改定の際に
検討する。

企画政策課 2025/3/7

5／50
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第3章 監査の指摘及び意見（総論）
3 SDGs 未来都市計画

③ 【意見】ステークホルダーに
とってわかりやすく、目標に対して
十分なKPIを設定することを検討する
必要がある。

SDGs未来都市計画では、「（経済）人や企業が安心・安全に活躍できる都
市環境の構築」に対して、「創業件数」、「観光消費額」、「市民一人当
たりの分配所得」をKPIとして設定している。これは担当課の見解による
と、「備後圏域の玄関口である福山駅周辺のにぎわい再生やＭＩＣＥ誘致
に向けて官民が一体となって取り組むことで観光消費額の増加につなげ
る。また、企業間連携の促進とともに生産性と付加価値を高め企業の稼ぐ
力を強化するほか地域経済の活性化に向け起業・創業支援や企業誘致にも
取り組む。」ためである。
「（経済）人や企業が安心・安全に活躍できる都市環境の構築」という考
え方は、「福山みらい創造ビジョン」の挑戦として設定されたもののうち
の一項目である。「福山みらい創造ビジョン」では、「循環型地域経済の
形成」、「多様な働き方と新たな人の流れの創出」、「農林水産業の振
興」、「都市基盤の強化」、「防災・減災の推進」、「安心・安全な暮ら
しの確保」、「環境にやさしいまちづくり」の7つの柱を基礎として、「人
や企業が安心・安全に活躍できる都市環境の構築」の挑戦項目を設定して
いる。7つの柱はどれかが欠けた状態では、「人や企業が安心・安全に活躍
できる都市環境の構築」の達成は十分ではなく、7つの柱が相互に機能する
ことで達成可能なものと考える。このような観点から考えると、「（経
済）人や企業が安心・安全に活躍できる都市環境の構築」に対して、「創
業件数」、「観光消費額」、「市民一人当たりの分配所得」のみをKPIとし
て設定することは不十分であり、市民をはじめとするステークホルダーに
とってよりわかりやすいKPIを設定することを検討する必要がある。

● 〇

福山市SDGs未来都市計画は、内容について内閣府と調
整の上、市議会の地方創生調査特別委員会及び福山み
らいづくり懇話会での意見聴取を踏まえ2023年（令和5
年）8月に策定した。
計画期間は2023年度（令和5年度）から2025年度（令和
7年度）までであり、意見の措置については、次回
（2025年度（令和7年度））の第2期計画の改定の際に
検討する。

企画政策課 2025/3/7

6／50
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※1つの項目に対し、複数の対応状況を記載している場合があるため、指摘・意見の数の合計とは一致しません。
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第3章 監査の指摘及び意見（総論）
3 SDGs 未来都市計画

④　【指摘】創業のKPIの設定におい
ては、創業件数ではなく、施策の効
果を表す数値を採用するべきであ
る。

市が公表している令和4年度の創業件数は289件であり、そのうち44件は福
山市役所の産業競争力強化法に基づく創業支援等事業計画の件数である。
福山市役所以外の245件は認定創業支援等事業計画に関連する機関が把握し
ている件数であり、各種相談やセミナー参加者等に関する件数を含む。ま
た、市が把握して公表しているのは件数のみであることから、特定の人が
複数の各支援機関に相談した場合、創業件数が重複してカウントされる可
能性がある。
産業競争力強化法における創業の定義では、創業とは次に掲げる行為をい
う。
・事業を営んでいない個人が新たに事業を開始すること（次号に掲げるも
のを除く。）。
・事業を営んでいない個人が新たに会社を設立し、当該新たに設立された
会社が事業を開始すること。
・会社が自らの事業の全部又は一部を継続して実施しつつ、新たに会社を
設立し、当該新たに設立された会社が事業を開始すること（中小企業者の
行為に限る。）。
一般的に、創業件数といえば、産業競争力強化法における創業の定義の通
り、個人が新たに事業を開始したり、会社を設立したりすることの件数を
想定する。市が公表している創業件数は、産業競争力強化法における創業
の定義に基づいたものではない。
市では地域経済を活性化するために創業支援に取り組んでおり、福山みら
い創造ビジョンやSDGs未来都市計画では創業件数の数値目標を掲げてい
る。産業競争力強化法における創業の定義に基づく創業件数を抽出するこ
とが困難であるのであれば、施策の効果を表す別の数値を採用するべきで
ある。

● 〇

産業競争力強化法における創業の定義に基づく創業件
数を抽出することが困難であるため、2026年（令和8
年）福山みらい創造ビジョン改定時から、施策の効果
を表す別の数値を採用していく。

産業振興課 2025/3/7

7／50
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第3章 監査の指摘及び意見（総論）
3 SDGs 未来都市計画

⑤ 【意見】創業件数のゴールは過
去の実績値を踏まえて、成功に向け
て進むうえで動機づけとなるように
設定しなければならない。

2021年度の創業件数の実績が246件で、2025年度のゴールが225件と過去の
実績よりも将来のゴールの方が低いことになっている。このことについて
担当課にヒアリングを行った結果、担当課の見解は次の通りである。
「2021年度の創業件数は実績値、2025年度は福山みらい創造ビジョン策定
時点（2021年3月時点）の目標値を記載している。福山みらい創造ビジョン
策定時点では、創業支援等事業計画における2021年度の目標創業者数を205
件としていた。福山みらい創造ビジョンの策定にあたり、2021年から2025
年にかけて1年あたりの創業件数の5件増加を目標としたため、2025年の目
標値を225件としている。」
福山みらい創造ビジョン策定時の目標値をそのままSDGs未来都市計画の
2025年度の目標値として設定したことで、2021年度の創業件数の実績より
も低い形式的な目標となり、成功に向けての動機づけとはならない目標に
陥っている。今後、「あるべき姿の実現に向けた優先的なゴール、ター
ゲット」を設定するときは、経済状況等の要因により創業件数に一定の変
動が見られるとしても、過去の実績値を踏まえて、将来の目標を適宜修正
し、目標に向かって導くような指針となるようにしなければならない。

● 〇

福山市SDGs未来都市計画は、内容について内閣府と調
整の上、市議会の地方創生調査特別委員会及び福山み
らいづくり懇話会での意見聴取を踏まえ2023年（令和5
年）8月に策定した。
計画期間は2023年度（令和5年度）から2025年度（令和
7年度）までであり、意見の措置については、次回
（2025年度（令和7年度））の第2期計画の改定の際に
検討する。

企画政策課 2025/3/7

11

第3章 監査の指摘及び意見（総論）
3 SDGs 未来都市計画

⑥ 【意見】市民一人当たりの分配
所得のゴールは、インフレに伴う給
与増加等の社会情勢を踏まえた現実
的なゴールを設定しなければならな
い。

市民一人当たりの分配所得の指標は、2019年度の実績値が2,978千円、2025
年度のゴールが3,039千円となっており、2％程度の増加となっている。こ
の2025年度のゴールの設定にあたって、インフレを加味したものであるか
どうかを担当課にヒアリングしたところ、「リーマンショック前の水準
（2007年）を目標としている。現在のインフレは加味していない。」との
回答を得た。これは、2019年以降の物価変動を考慮しておらず、2025年度
の所得額は2019年度の物価水準で表示されていることを意味する。
総務省統計局の2020年基準消費者物価指数（令和5年9月分）によると、総
合指数は2020年を100として106.2（前年同月比は3.0%の上昇）、生鮮食品
を除く総合指数は105.7（前年同月比は2.8％の上昇）、生鮮食品及びエネ
ルギーを除く総合指数は105.4（前年同月比は4.2%の上昇）であり、SDGs未
来都市計画策定時の令和5年8月では大きくインフレが起きている状況であ
る。このような状況のなか、現在のインフレを加味せずに市民一人当たり
の分配所得をゴールとして設定することは現在の社会情勢を反映したもの
ではなく、形式的なゴールとなる。実際に2025年度において、所得が3,039
千円に達したとしても、2019年度から2025年度にかけて物価は変動してい
るので、そのときの所得額は物価の変動を取り除いた実質所得額で評価し
なければならない。今後、市民一人当たりの分配所得のゴールを設定する
際は、インフレに伴う給与増加等の社会情勢を踏まえた現実的なゴールを
設定しなければならない。

● 〇

福山市SDGs未来都市計画は、内容について内閣府と調
整の上、市議会の地方創生調査特別委員会及び福山み
らいづくり懇話会での意見聴取を踏まえ2023年（令和5
年）8月に策定した。
計画期間は2023年度（令和5年度）から2025年度（令和
7年度）までであり、意見の措置については、次回
（2025年度（令和7年度））の第2期計画の改定の際に
検討する。

企画政策課 2025/3/7

8／50
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第3章 監査の指摘及び意見（総論）
3 SDGs 未来都市計画

⑦ 【意見】環境にやさしいまちづ
くりにつながるKPIは、ごみの排出量
だけでなく、リサイクル率や最終処
分量等も考慮する必要がある。

環境にやさしいまちづくりにつながるKPIとして、「ごみの排出量」と「環
境講座参加者数」が設定されている。
脱炭素・循環型社会の構築に向けて「ごみの排出量」は重要な指標である
が、それだけでは十分でなく「リサイクル率」及び「最終処分量」も重要
なKPIである。市の一般廃棄物処理基本計画では、「一般廃棄物の排出
量」、「リサイクル率」、「最終処分量」の3つの指標について目標値を設
定している。「ごみの排出量」だけがKPIとして設定されているのは、福山
みらい創造ビジョンに掲げるKPIを抽出して設定していることに起因する。
脱炭素・循環型社会の構築に向けて、より実効性あるKPIにするために、一
般廃棄物処理基本計画と同様に「リサイクル率」及び「最終処分量」につ
いてもKPIを設定する必要がある。

● 〇

一般廃棄物処理基本計画は、10年（5年に見直し）ごと
に策定しており、次期計画は、2026年度（令和8年度）
からの5年間とする予定としている。
2025年度（令和7年度）に、次期計画を策定時にリサイ
クル率及び最終処分量の目標設定をしていく中で検討
する。

廃棄物対策課 2025/3/7

13

第3章 監査の指摘及び意見（総論）
3 SDGs 未来都市計画

⑧ 【意見】事業者から排出される
廃棄物についてもKPIの設定を検討す
ることが望ましい。

ごみ、つまり一般廃棄物に焦点が当てられおり、産業廃棄物には着目した
計画とはなっていない。その理由について市に確認したところ、「産業廃
棄物は、その処理の性格から市内の排出量の把握が困難であるため、福山
市では、個別計画にも産業廃棄物の排出量削減目標などを設定していな
い。ただし、事業者に対して立入検査を実施するなど産業廃棄物の処理に
係る指導を行っている。」と回答を得た。
原則として、一般廃棄物の処理責任は自治体にある一方で、産業廃棄物の
処理責任は排出者（事業所）にある。このことより、自治体は一般廃棄物
に焦点を当てることが通例である。しかし、事業者から排出される廃棄物
の排出量は環境面・経済面どちらにおいても大きな影響を与えることか
ら、その排出量やリサイクル率などの将来目標を設定することが重要であ
る。加えて、温室効果ガス排出やエネルギー消費は福山市全体の状況を考
慮していることを踏まえれば、事業者から排出される廃棄物も考慮にいれ
ることが考えられる。
SDGsというテーマは単に法令や規制を遵守さえすれば良いというものでは
なく、より自主的な取り組みが大切である。市が単に企業活動に制約を課
すという考え方のもと指導・監督を行うのではなく、市と企業がSDGsとい
う共通テーマのもと相互連携していくことが重要である。地域や企業に
SDGsの機運が醸成されてきており、SDGsの理念を浸透させていく意味で
も、事業者から排出される廃棄物についてもKPIの設定を検討することが望
ましい。

● 〇

事業活動に伴い多量の産業廃棄物を生じる事業者（以
下「多量排出事業者」という。）は、「廃棄物の処理
及び清掃に関する法律」及び「広島県生活環境の保全
等に関する条例」に基づき、当該事業場に係る産業廃
棄物の減量等の計画や、その実施状況について、本市
に報告する義務があり、これらの内容は、本市のホー
ムページにおいて公開している。
このように、産業廃棄物の排出量の大半を占める多量
排出事業者に対しては、自主的な減量化等の取組が義
務付けられているため、本市独自のKPIの設定は行って
いない。
なお、市に処理責任のある事業系一般廃棄物について
は、引き続き、2023年（令和5年）に策定したSDGs未来
都市計画のKPI達成に向け、福山市廃棄物の処理及び再
生利用等に関する条例に基づき、多量に排出する事業
者から減量計画書の提出を受け、立入等を実施する中
で、排出量の削減を含めた廃棄物の適正処理について
指導している。

廃棄物対策課 2025/3/7

9／50
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第3章 監査の指摘及び意見（総論）
3 SDGs 未来都市計画

⑨ 【意見】再生可能エネルギーの
促進と温室効果ガス排出量削減につ
いて、両者の因果関係や対策の対応
関係をさらに考慮する必要がある。

再生可能エネルギーの発電設備導入容量について、2030年度のKPIは
1,034MWである。また、市の温室効果ガス排出量の推移は、2018年度（平成
30年度）において27,801千t-CO2であり、ほぼ横ばいで推移している。
ここで、再生可能エネルギーの発電設備導入容量（太陽光発電、水力発
電、バイオマス発電）に関して、産業部門、業務その他部門、家庭部門、
運輸部門、エネルギー転換部門、廃棄物部門、二酸化炭素以外のガスの部
門別の目標が設定してあるか市に確認したところ次のような回答を得た。
「国の「第6次エネルギー基本計画」の発電電力量に対する再エネ電力割合
の目標（38％）を用いて再エネ導入目標を算定している。当該目標は部門
ごとに設定されていないことから、福山市では部門ごとの算定は行ってい
ない。」

再生可能エネルギーの促進と温室効果ガス排出量削減は密接に関係して
おり、両者を切り離して検討するのは合理的でない。計画・目標の実現可
能性を高めるためには、両者の因果関係や対策の対応関係をさらに考慮す
る必要がある。

● 〇

第二次福山市環境基本計画（第2期計画）において、密
接に関連している二酸化炭素排出量削減や再生可能エ
ネルギー導入の目標については、「地方公共団体実行
計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法
編）」を踏まえ、国の削減目標や関連する計画などと
整合を図った算定としている。
これらの目標達成に向けては、市民、事業者、行政が
一体となって、環境基本計画に基づいた様々な取組を
推進し、温室効果ガス排出量や再生可能エネルギー導
入容量などを分析する中で、カーボンニュートラルの
実現に向け、効果的な施策を構築していく。

環境総務課 2025/3/7

15

第3章 監査の指摘及び意見（総論）
4　SDGsの推進

① 【指摘】SDGs推進会議を開催
し、福山市の重要施策を協議・決定
していく必要がある。

2023年（令和5年）8月に策定されたSDGs未来都市計画では、「全部局の局
長で構成する「SDGs推進会議」において、福山市の重要施策を協議・決定
している。」という記述がある。しかし、担当課にヒアリングを行った令
和5年11月時点では、「SDGs推進会議」は活発に開催されている状況にな
い。
「2030年（令和12年）のあるべき姿」の実現に向けては、市長のリーダー
シップの下、企画財政局が全体統括を担いつつ、SDGs推進会議を中心とし
た部局横断的な連携により、SDGs関連施策を推進する必要がある。未来都
市の提案内容である「福山版サーキュラーエコノミー」の実現に向けたデ
ジタルプラットフォームの構築など一つの部署だけでは課題解決が難しい
重要施策の協議のためにSDGs未来都市計画に記載の「SDGs推進会議」を開
催していく必要がある。

● 〇

2024年（令和6年）5月21日に「SDGs推進会議」を開催
し、今年度の取組について議論した。また、同年7月23
日にも、昨年度のSDGs推進の取組の実績等について報
告するため開催した。今後も適宜会議を開催していく
予定である。

企画政策課 2024/9/27

10／50
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第3章 監査の指摘及び意見（総論）
4　SDGsの推進

② 【意見】SDGs推進強化のため、
専門部署のSDGs推進課（仮称）の設
置を検討するべきである。

福山市の最上位計画である「福山みらい創造ビジョン」においてSDGsの推
進を掲げ、SDGs未来都市計画を策定するなど、SDGsに関連する業務が増加
している。このような状況のなか、企画財政局企画政策部企画政策課が全
体統括を担いつつ、SDGs関連施策を推進することは大きな負担となる。現
状ではSDGsの推進については企画財政局企画政策部企画政策課の業務内容
に直接的には列挙されていない。
令和5年12月に改訂された持続可能な開発目標（SDGs）実施指針では、地方
自治体の体制づくりとして、部局を横断する推進組織を設置すること、執
行体制の整備を推進することを掲げている。実際に先進的な他自治体では
SDGsを推進するための専門部署を設置して、SDGsの普及啓発を積極的に
行っている。「福山みらい創造ビジョン」に記載のとおり、「地域や企業
にSDGsの理念を浸透させ、多様な主体との創意工夫の下、新たな価値が創
造される持続可能なまちづくりを進めていく」にあたって、これまで以上
のSDGs推進強化のため、専門部署のSDGs推進課（仮称）の設置を検討する
べきである。

● 〇

本市では、2023年（令和5年）5月に「SDGs未来都市」
に選定され、同年8月に「福山市SDGs未来都市計画」を
策定した。今後、本市の2030年（令和12年）のあるべ
き姿である“多様な主体が参画し、新たな価値を創造
する「持続可能なまち」”の実現に向け、SDGsに係る
取組を推進していく体制として、2024年度（令和6年
度）の組織改正において、企画財政局企画政策部企画
政策課にSDGs未来都市担当課長及びSDGs推進担当を配
置し、同課の事務分掌に「SDGsの推進に関するこ
と。」を追加した。

総務課 2024/9/27

11／50
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第3章 監査の指摘及び意見（総論）
4　SDGsの推進

③ 【意見】庁内職員向けセミナー
の参加者を増やして庁内全体でSDGs
を推進していくことが大切である。

「福山みらい創造ビジョン」に記載のSDGsの基本的考え方である「誰一人
取り残されることのない包摂的な社会を実現するため、コロナ禍で懸念さ
れる格差拡大の抑制を図るとともに、地域において人の交流が活発で、互
いに支え合い、助け合う地域共生社会の構築に取り組みます。」という内
容は、庁内の特定の部署に限定したものではなく全庁的に関連する内容で
ある。
庁内職員向けのセミナー参加者の実績は、令和3年度が111名、令和4年度が
120名であり参加者の中心は若手職員である。令和4年度の福山市職員数は
4,000人超であることからすると、令和3年度と令和4年度ともに3％程度の
職員がセミナーに参加したことになる。全庁的に重要なテーマであるSDGs
の啓発に関するセミナーには、より多くの参加が望まれる。また、これま
での参加者の中心は若手職員であったが、SDGsの考え方はあらゆる年齢の
すべての人々に関係するものであり、ベテラン職員の積極的な参加が望ま
れる。 ● 〇

2023年度（令和5年度）は、次のとおり庁内職員向けの
研修を行った。
・2023年（令和5年）12月20日に、福山市立大学の上別
府教授によるSDGsに関するワークショップを職員向け
に開催した（参加者23名）。
・2024年（令和6年）2月5日に、副市長を含む幹部職員
を対象に研修を実施した（参加者21名）。
・2024年（令和6年）2月14日～3月4日に、一般職員向
けの研修を動画配信にて実施した（参加者1,101名）。
2024年度（令和6年度）は、次のとおり庁内職員向けの
研修を行った。
・2024年（令和6年）7月30日に、SDGsデジタルプラッ
トフォームの活用研修を実施した（参加者30名）。
・2024年（令和6年）10月11日～31日に、SDGsに関する
基礎的な研修を動画配信にて実施した（参加部署
67）。
・2024年（令和6年）12月18日に、福山市立大学の上別
府教授によるSDGsに基づく政策形成研修を実施した
（参加者24名）。
今後とも、2024年（令和6年）2月14日付けで発出した
事務連絡「SDGs推進に向けた取組について（通知）」
に基づき、全職員がSDGsを意識して業務にあたること
ができるよう研修等を実施する予定である。

企画政策課 2025/3/7

18

第3章 監査の指摘及び意見（総論）
4　SDGsの推進

④ 【意見】企業向けセミナーの参
加者を増やしてSDGsの啓発や企業と
の連携を強化することが重要であ
る。

SDGsの基本的考え方にパートナーシップがあり、多くのステークホルダー
との連携が不可欠であるなか、SDGs推進にあたって企業との協働は重要で
ある。しかし、これまでは市と企業が連携する機会が必ずしも多かったと
はいえない。令和5年度中に構築予定の「グリーンなものづくり企業プラッ
トフォーム」において、各企業のグリーンな先進事例や優良事例の情報発
信のほか、セミナーや異業種交流会の開催、新たな商品開発・技術開発に
つながるプロジェクトの創出を行うことが期待されているところである。
企業向けのセミナー参加者の実績は、令和3年度が55名、令和4年度が57
名、令和5年度が19名であり参加者の増加には至っていない。令和5年度の
セミナー参加者が減少しているのはワーク形式のセミナーであり、セミ
ナーのレベルが一段階上がったことに起因する。今後は福山版サーキュ
ラーエコノミーの実現に向けたデジタルプラットフォームを構築するなか
で、ますますの官民連携の強化が期待されるなか、企業向けのセミナーの
参加者を増やしていくことが重要である。

● 〇

2023年度（令和5年度）に官民連携で構築した「グリー
ンな企業プラットフォーム」により、SDGｓの考え方を
含む企業向けシンポジウムを2024年度（令和6年度）9
月に開催し、約60人の参加があり参加者も増えてい
る。さらに、2025年1月にセミナーを、2月にシンポジ
ウムを開催するなど、引き続きグリーンな取組を通じ
て企業への啓発を図る。

産業振興課 2025/3/7

12／50
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第3章 監査の指摘及び意見（総論）
5　関連費用の予算・決算額

① 【意見】環境対策費の予算額・
決算額について、事業効果を把握し
てくことが望ましい。

環境対策費は令和4年度に省エネ家電買替支援補助事業の予算計上により増
加しているが、過去11年の予算額と決算額の推移では増加傾向にない。市
の予算・決算に関する事項は政策的判断によるものであり、住民の直接選
挙により選定された議員による議会での決定事項であることから包括外部
監査の直接の監査対象ではない。しかし、環境対策費は環境保全に直結す
る費用であり、環境にやさしいまちづくりへの対応にあたって代表的な費
目であることから、今後も事業効果を十分に把握してくことが望ましい。

● 〇

環境対策費の施策や事業の実施に当たっては、市民
ニーズや社会経済状況、国の動向等を踏まえ、より事
業効果の高いものを予算化することとし、決算時に
は、評価・検証をした上で、次年度の執行等につなげ
ている。省エネ家電買替支援事業については、2024年
（令和6年）に福山みらいづくり懇話会において、外部
委員による事業評価を行い、その内容について、地方
創生特別委員会で議論した。

環境総務課 2025/3/7

〇

【ふくやまブランド農産物推進協議会】
2024年度（令和6年度）の依頼時に、女性委員の積極的
な選任を依頼している。

【福山市園芸センター運営委員会】
2024年度（令和6年度）
委員の総数11名（女性委員5名）　女性委員の割合
45.5%
女性選任率は30%以上を達成している。

【福山市地球温暖化対策協議会】
協議会委員の推薦にあたっては女性委員の積極的な選
任を依頼している。現協議会委員については、2024年
（令和6年）8月に選任を依頼した際、女性委員の積極
的な推薦を依頼した。

農業振興課
環境総務課

2025/3/7

〇

（措置予定）
【福山地方卸売市場流通対策協議会】
2025年度（令和7年度）の依頼時に、女性委員の積極的
な選任を依頼する予定である。

【福山市地産地消推進協議会】
2025年度（令和7年度）の依頼時に、女性委員の積極的
な選任を依頼する予定である。

農林水産課 2025/3/7

〇

【福山市大規模小売店舗立地審査委員会議】
【福山市地域農業経営基盤強化促進計画推進会議】
【福山市農業振興地域整備促進協議会】
関係する機関の代表者で構成されていることから、任
意に女性委員の選任を進めることが難しい状況であ
る。

産業振興課
農業振興課

2025/3/7

20

第3章 監査の指摘及び意見（総論）
6　附属機関

①　【意見】女性の選任率について
は、30パーセント以上となるよう努
めるべきである。

市の「附属機関等の設置等に関する指針」の「委員の選任基準」によれ
ば、「福山市男女共同参画基本計画」の目標を踏まえ、委員に占める女性
比率の向上に努めるものとする。「女性の選任率については、男女の数が
均衡するよう努めるものとするが、当面、30パーセント以上となるよう努
める。」と規定されている。
女性の選任率については、30パーセント未満の監査対象経済部附属機関等
は7機関、監査対象環境部附属機関等は1機関であった。
持続可能な開発目標の17ゴールのうちの一つに「ジェンダー」があり、
「ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児のエンパワーメントを
行う」とある。また、平成12年8月15日に男女共同参画推進本部が決定した
「国の審議会等における女性委員の登用の促進について」に基づき、国で
も審議会等の女性委員の割合について30パーセントを達成することを目指
している。「福山市男女共同参画基本計画」の目標を踏まえ、委員に占め
る女性比率の向上に引き続き努める必要がある。

●

13／50
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● 〇

【福山市大規模小売店舗立地審査委員】
専門的見地から意見をいただく必要があるため、警察
署の交通課長など関係機関の役職者や、専門的知識を
有する大学などに委嘱しており、市民公募委員は募集
していないが、大規模小売店舗を立地するにあたり公
告・縦覧を行うとともに、審査委員会を行う前に、事
業者が住民説明会を実施し、住民意見を反映するよう
努めている。

産業振興課 2025/3/7

〇

【福山市地産地消推進協議会】
【ふくやまブランド農産物推進協議会】
【福山市園芸センター運営委員会】
委員の市民公募に係る規約の改正、公募・選考の方法
について2025年（令和7年）9月末を目途に検討する。

【福山市環境審議会】
審議会の委員は条例により「学識経験を有する者、そ
の他市長が必要と認める者のうちから市長が委嘱す
る。」と定めている。現委員の改選時期（2025年（令
和7年）11月）を目途に、委員の市民公募について検討
する。

【福山市地球温暖化対策協議会】
協議会の委員は要綱により「関係行政機関、地域地球
温暖化防止活動推進センター、事業者、金融機関、学
識経験者、そのほか目的を達成する上で市長が特に必
要と認める者で構成する。」と定めている。現委員の
改選時期（2026年（令和8年）8月）を目途に委員の市
民公募について検討する。

【福山市路上喫煙防止対策協議会】
委員の総数12名
協議会の委員は、専門的知識を有する福山市医師会を
はじめ、路上喫煙を禁止とする路上喫煙制限区域内で
影響がある自治会・商店街等の市民団体や大学生等、
多様な意見を反映できる委員構成としている。現委員
の改選時期（2025年（令和7年）7月)を目途に委員の市
民公募について検討する。

農林水産課
農業振興課
環境総務課
廃棄物対策課

2025/3/7
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第3章 監査の指摘及び意見（総論）
6　附属機関

②　【指摘】市民公募委員を募集
し、市民の多様な意見を市政に反映
させなければならない。

監査対象の経済部附属機関では全ての附属機関において市民公募委員は無
であり、監査対象の環境部附属機関では「福山市廃棄物減量等推進審議
会」のみが市民公募委員について有となっている。
「福山みらい創造ビジョン」では、市政運営の基本は「現場主義の徹底」
という運営方針のもと、「市民の声を政策に反映」とある。また、市政運
営の基盤づくりでは、「共創」というテーマのもと、「まちづくりの主役
である市民一人一人が活躍できる環境づくりや市民の声を政策立案に生か
す取組を行います。」とある。
市の「附属機関等の設置等に関する指針」の「委員の選任基準」によれ
ば、「市民参加の促進と広く市民意見を反映するために、公募による委員
の選任に努めるものとする。」と規定されている。
専門的な知識を必要とする場合等の特段の事情があれば、市民公募委員を
募集しない合理的な理由があるといえる。しかし、そのような特段の事業
がない場合には、「福山みらい創造ビジョン」及び「附属機関等の設置等
に関する指針」にあるように市民の多様な意見を市政に反映させ、市民の
知恵と力を活かしていく市民参加型行政を進めるために市民公募委員を募
集するべきである。

14／50
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〇

【福山地方卸売市場流通対策協議会】
審議される内容が地方卸売市場における生鮮食料品等
の流通に関することであって専門的な分野や経験が必
要な審議内容であることから、市民公募委員を募集し
ていない。

【福山市地域農業経営基盤強化促進計画推進会議】
【福山市農業振興地域整備促進協議会】
審議される内容が個人に直接影響することから公募委
員が審議するのに適さないと考える。専門的な分野や
経験が必要な審議内容であることから、市民公募委員
を募集していない。

農林水産課
農業振興課

2025/3/7
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第３章 監査の指摘及び意見（総論）
7　補助金

① 【意見】補助金の適正化推進の
ため、ガイドラインの作成を検討す
るべきである。

補助金は直接的な反対給付を伴わない支出であり、公益上の必要性から不
特定多数の利益の増進に寄与することが求められており、その効果に対し
ては市民の理解が得られるものでなければならない。
市では今後財政が厳しくなることが予想されるなか、補助金について定期
的に検証及び見直しを行っていく必要があり、補助基準の明確化や公平性
の担保を図っていくことで、市民への説明を果たさなければならない。
市では補助金交付規則により、補助金交付に必要な事項が定めてあり、補
助金交付事務を適正に行っていくことは当然のことである。しかし、補助
金のガイドラインはなく、市としての補助金に対する統一的な考え方が明
確になっていない。補助金の公益性・公平性を確保し、適正化を推進して
いくために補助金のガイドラインの作成を検討するべきである。

● 〇

補助金に対する統一的な考え方を明確にするととも
に、検証・見直しを継続的に実施することで補助金の
適正化を図っていくため、補助金適正化ガイドライン
を策定し、2025年（令和7年）3月21日に福山市ホーム
ページで公表した。

財政課 2025/4/30

23

第3章 監査の指摘及び意見（総論）
7　補助金

② 【指摘】補助金交付要綱を策定
し、支給の根拠、趣旨及び目的等を
明確化しなければならない。

補助金は地方公共団体が公益上の必要性を認めた場合に、補助事業者に対
し交付でき、その補助金を交付する際は、公金であることを鑑み、地方公
共団体がその行政目的を達成するうえで、他の手法と比較した場合に、最
も効率的な手法であることが前提となる。
補助金の要綱がないまま補助金を交付する場合、支給の根拠、趣旨及び目
的等が明確でない状態で補助金を交付するおそれがある。この場合、補助
金交付の趣旨が公平で公益であるかどうかを慎重に吟味されない可能性が
ある。仮に市民全体の利益にならず、特定の団体等に利益を図る目的で補
助金交付が行われるとすれば問題である。
監査対象の環境部補助金では全て補助金の要綱が作成されていた一方で、
経済部補助金では団体への補助金等で要綱が作成されていなかった。経済
部では補助金交付要綱を策定し、支給の根拠、趣旨及び目的等を明確化し
なければならない。

● 〇

指摘のあった経済部の補助金について交付要綱を策定
し、2024年（令和6年）7月に、経済部・環境部の全て
の補助金について交付要綱策定済みであることを確認
した。
なお、全庁の補助金交付要綱の策定状況を調査し、支
給の根拠、趣旨及び目的等を明記した要綱の整備に取
り組んでいる。

経済総務課
財政課

2024/9/27

15／50
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第3章 監査の指摘及び意見（総論）
7　補助金

③ 【意見】補助金の効果につい
て、事前の予測及び事後の検証を十
分に行う必要がある。

補助金の支出が効果的に行われていれば、経済活性化や環境保全に有効な
対策となる。しかし、補助金は⻑年にわたり特定の団体等に交付され続け
ることによって既得権益化しやすい一面があり、この場合交付団体の自立
化をかえって遠ざけることになるおそれがある。このため、補助金交付を
行うことでどのような効果が見込まれるのかを事前に十分に予測すること
が大切であり、補助金交付後においては予測されていた効果が実現できた
かどうか検証することが必要である。
経済部と環境部の補助金について確認したところ、長年補助金が定額の渡
し切りで支払われており、補助金の効果の検証が十分に行われていないた
め、補助金の効果の事前の予測及び事後の検証が適切に行われるよう、今
後の改善が望まれる。
本来は、補助金交付団体の財務状況が良好で自主財源だけでも活動を行っ
ていくことが可能であれば、市の補助金交付の必要はないと思われる。そ
のためには補助金交付の際に決算書や収支報告を入手して、詳細な実績報
告を精査しなければならない。仮に団体の財務状況が良好でなく補助の必
要性があったとしても、補助金は必要最小限にとどめるべきであり、団体
が補助金に依存することがないように常に検証していくべきである。

● 〇

経済部の所管する指摘の補助金について、2024年（令
和6年）7月からの令和7年度予算編成において、引き続
き予算を要求する全ての補助金について、事後（これ
まで）の検証を行った上で、事前の予測として、成果
指標の設定を行った。また、新たに予算を要求する補
助金についても、同様に成果指標の設定を行った。
環境部においては、長年補助金が定額の渡し切りで支
払われた事案について該当はなく、補助金額は実績に
基づき交付決定している。

経済総務課
環境総務課

2025/3/7

16／50
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第3章 監査の指摘及び意見（総論）
8　契約（随意契約）

① 【意見】随意契約の見直しのた
めガイドラインの作成を検討するこ
とが望ましい。

現状では財務会計事務ハンドブックがあり、それに従い随意契約の事務手
続を進めているところである。随意契約を締結する際に手続きの明確化を
図りながら適正な契約を確保することは当然のことである。
経済部と環境部の随意契約一覧表を過去3年分入手して確認したところ、共
通して次のような検出事項が確認された。
・1者のみの随意契約が多い。
・2者以上から見積書を徴していない随意契約が多い。
・随意契約から入札や公募による契約への変更のための点検が行われてお
らず、随意契約の割合が高い水準のままである。
・長年にわたって同一の委託先と同一金額で随意契約をしており、競争性
が発揮されていない。
・業務内容に精通していることのみを理由として随意契約者を限定してい
る。
・障害者施設等の特定随意契約（地方自治法施行令第167条の2第1項第3
号）をより積極的に行う必要がある。
・特定の団体と多くの随意契約を締結しており、当該団体への依存度が高
い。
・市内に複数の契約相手先があるにもかかわらず、特定の２団体と毎年見
積合わせを行っている。
地方公共団体の契約締結方法は一般競争入札が原則であること、随意契約
は例外であることを改めて認識し、随意契約が安易に行われることなく適
正に執行されるよう、福山市の標準的な解釈やより具体的な指針を作成す
ることは有用である。全国的にみても随意契約の見直しを行い入札や公募
による契約を拡大することを目指すなかで、随意契約ガイドラインを作成
する地方自治体が増えている。市政運営の基本方針にあるように、成果主
義の徹底の考え方のもと最小の経費で最大の効果を発揮できるような契約
となるように常に随意契約は見直しを行わなければならない。随意契約を
行う際には、公正性・経済性・透明性の確保に最大限の注意を払う必要が
あり、随意契約ガイドラインを策定することを検討することが望ましい。

● 〇

地方公共団体の契約締結方法は一般競争入札が原則で
あり、随意契約は例外であることを再認識する必要が
ある。随意契約を行う際には、公正性・経済性・透明
性の確保に最大限の注意を払う必要があるが、既存ハ
ンドブックにおいて、ガイドラインに相当する内容の
「随意契約の意義」、「随意契約の要件」等が既に記
載してあるため、ガイドラインの策定は行わない。

建設政策課 2025/3/7

17／50
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第3章 監査の指摘及び意見（総論）
8　契約（随意契約）

② 【意見】随意契約の結果につい
て積極的に公表することを検討する
必要がある。

契約担当課へ確認したところ、特定随意契約（地方自治法施行令第167条の
2第1項第3号）及び随意契約した予定価格（消費税等込み価格）が250万円
を超える工事について、結果が公表される。特定随意契約は市のホーム
ページで公表しているが、250万円を超える工事の公表の内容はホームペー
ジではなく、市の市政情報室において紙ベースで公表されるのみである。
その他の随意契約については、法令で定まっていないため、公表はしてい
ない。
市の最上位計画である「福山みらい創造ビジョン」における市政運営の基
本に「情報発信」とある。また、市政運営の基盤づくりでは、行政のデジ
タル化として「市民の利便性の向上やサービスの充実、行政内部事務の効
率化・スマート化の実現のため、デジタル技術の積極的な活用による行政
のデジタル化を進める」とある。デジタル技術の発達により、随意契約の
結果をホームページで公表することは以前よりも容易になっている。
福山市が競争性・公平性・透明性の確保の向上に努めていくのであれば、
契約手続の透明性の向上を図るための取り組みとして、積極的にホーム
ページ上で一定価格を超える随意契約の結果を公表することを検討する必
要がある。

● 〇

本市においては、随意契約した予定価格（消費税等込
み価格）が250万円を超える工事の契約の内容につい
て、市政情報室及び建設政策課契約担当窓口で紙ベー
スで公表しているが、競争性・公平性・透明性の確保
のさらなる向上のため、2024年度（令和6年度）から
は、随意契約した予定価格（消費税等込み価格）が250
万円を超える工事についてもホームページでの公表を
実施している。

建設政策課 2025/3/7

27

第3章 監査の指摘及び意見（総論）
8　契約（随意契約）

③ 【意見】重点政策に関する事業
や高額契約の事業等の重要な事業は
委託先の決算書等を入手して経営状
況を審査することを検討するべきで
ある。

市では通常の随意契約において、契約の相手方の決算書等を入手するよう
な定めはなく、重点政策に関する事業や高額契約の事業でも契約の相手方
の経営状況を把握していない契約が多く存在した。万が一、重点政策に関
する事業や高額契約の事業等の重要な事業がストップすると、市民や関係
者をはじめとするステークホルダーへの影響が大きい。広島県では学校給
食会社の破産により、学校給食の提供が突然ストップした問題を受けて、
価格だけでなく経営状況を踏まえて業者を選定する方針を決めた。
今後は、重点政策に関する事業や高額契約の事業等の重要な事業は、委託
先の決算書等を入手して経営状況を審査することを検討するべきである。

● 〇

本市の建設工事及び建設コンサルタント業務等の入札
参加資格認定の申請時には、経営状況や納税状況を審
査し同審査を経た者を登録業者としている。また、
2024年（令和6年）11月に「福山市委託契約事務の手
引」に契約相手方の経営状況を審査する旨を定め、登
録業者以外の者を対象として、重点政策に関する事業
や高額契約の事業等の重要な事業の委託先を決める場
合においても、経営状況の審査について決算書類等の
提出を求め確認することとしている。

建設政策課 2025/3/7

18／50



指
摘

意
見

措
置
済

措
置
中
・

予
定

検
討
中

措
置
し
な
い

見出しは包括外部監査結果報告書（要約版）に対応しています。 20 86 57 20 20 13

※1つの項目に対し、複数の対応状況を記載している場合があるため、指摘・意見の数の合計とは一致しません。

№

監査結果（抜粋）

区分 ※ 対応状況

公表日
措置等内容 所管課

28

第3章 監査の指摘及び意見（総論）
8　契約（随意契約）

④　【意見】プロポーザル方式を実
施する場合、評価委員に外部委員を
複数取り入れるよう努めるべきであ
る。

経済部と環境部の契約を確認したところ、プロポーザル方式で多くの業務
委託を行っていた。プロポーザルの評価委員会の構成については、福山市
職員のみで構成されており、外部委員を取り入れていない契約が多数存在
した。プロポーザルの評価委員会は外部委員を取り入れることで、公正
性・透明性及び客観性が担保されるものであり、福山市職員のみでプロ
ポーザルの評価委員会を構成しているとすれば、外部の公正な意見が反映
されているような状況にない。
市の最上位計画である「福山みらい創造ビジョン」では、「市政運営の基
盤づくり」の「組織の総合力の強化」として、「多様な行政課題に果敢に
挑戦し、多様な行政課題に果敢に挑戦し、情勢の変化に対応できる職員を
育成するとともに、強化すべき分野に外部の専門人材を活用する」とあ
る。また、「市政運営の基盤づくり」の「連携」では、「備後圏域の中核
都市として、圏域内の市町や産学金官民との連携により、圏域の一体的な
発展をけん引する」とある。
令和5年12月に改訂された持続可能な開発目標（SDGs）実施指針では、「地
域レベルの官と民とマルチステークホルダーの連携の枠組みの構築等を通
じて、官民連携による地域課題の解決をより一層推進することが期待され
ている」とあるように、地方自治体が外部のステークホルダーと連携する
ことがますます必要になっている。
「福山市プロポーザル方式の実施に関する手引き」でもプロポーザル方式
を実施する場合、評価委員に外部委員を取り入れるよう努めるように記載
されている。プロポーザル方式の外部委員としては、学識経験者や専門的
な知識を有する者等が想定され、評価の客観性や専門的な見地から公正な
立場で審査することが期待される。今後はプロポーザル方式を実施する場
合、評価委員に外部委員を複数取り入れるよう努めるべきである。

● 〇

（産業振興課）2024年度（令和6年度）から、「福山市
プロポーザル方式の実施に関する手引き」に基づき、
受注者の特定を決定する際に、公平性・透明性を確保
する目的から、審査会に外部委員を取り入れた。

（「備中備後ジャパンデニムプロジェクトPR事業業務
委託」のプロポーザル方式の審査を9/10に実施済み）

（農林水産課・農業振興課）2024年度（令和6年度）か
ら、「福山市プロポーザル方式の実施に関する手引
き」に基づき、受注者の特定を決定する際に透明性を
確保する目的から市職員以外の者（専門的な知識を有
する者）からの意見を参考に実施した。

（「道の駅アリストぬまくまの再整備検討に係る調査
等業務委託」のプロポーザル方式の審査を4/30に実施
し、観光コンベンション協会事務局長を審査に加えて
意見を聴取した。「備後フィッシュフェス及び備後福
山ワインフェス企画・運営業務委託」はプロポーザル
方式の審査を7/22に実施し、福山商工会議所の産業係
長を審査に加えて意見を聴取した。）

（環境部）プロポーザル方式による業務委託を行う場
合は、適切な意思決定ができるよう、2025年度（令和7
年度）からは、「福山市プロポーザル方式の実施に関
する手引き」に基づき、評価委員に外部委員を取り入
れるよう努めることとした。

産業振興課
農林水産課
農業振興課
環境総務課

2025/3/7

19／50
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第3章 監査の指摘及び意見（総論）
8　契約（随意契約）

⑤ 【指摘】プロポーザル方式を実
施する場合、議事録を残す必要があ
る。

プロポーザル方式はアイデアを競わせる手続であることから、審査基準が
抽象的になりやすく、業者選定における公正性・透明性確保の観点から、
議事録等の書面により、審査過程の記録を残すことを念頭に置き、適正な
事務の遂行に努める必要がある。このため、「福山市プロポーザル方式の
実施に関する手引き」でもプロポーザル方式を実施する場合、「議事録を
作成し、書面に審議過程を残すこと」と令和5年1月に改訂されたところで
ある。
・透明性 募集、審査の経緯等、手続全体を市民や参加者に的確に伝え、
その過程についても疑念を抱かれることがないよう適切に情報公開を行
う。
・公正性 同一の条件で受注候補者の特定を行うため、手続、提案項目及
び提出書類を統一し、原則として評価基準を公表する等、提案に際して偏
りがないよう評価する。
・客観性 当該業務に最もふさわしい提案を総合的に判断するため、市民
や参加者からみて客観的な評価基準、評価方法等を設定する。また、評価
委員は、その業務に関する専門知識を有し、提案について客観的な審査及
び評価が行える者を選出する。
・競争性 一定の基準のもとで、より多くの参加者が自由に提案できるよ
うにするため、参加資格は必要不可欠なもののみとする。
プロポーザル方式の業務委託について関連書類を調査したところ議事録が
作成されておらず、書面に評価委員会の審議過程が残されていない契約が
経済部で複数確認された。これでは、透明性、公正性、客観性、競争性に
ついて事後的に検証することが不可能であり、問題である。今後は、プロ
ポーザル方式を実施する場合、「福山市プロポーザル方式の実施に関する
手引き」に従い、議事録を残す必要がある。

● 〇

2024年度（令和6年度）から、「福山市プロポーザル方
式の実施に関する手引き」に基づき議事録を作成し審
査の過程の記録を残している。業者選定における公平
性・透明性を引き続き確保する。

産業振興課
農林水産課
農業振興課
環境総務課

2025/3/7

30

第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-1　福山市産業振興アクションプラ
ン

① 【意見】新規計画を策定する際
には、前期計画や施策について事後
評価を行い、新規計画に反映させる
べきである。

当計画には、福山市産業振興ビジョンに代わる実行計画として策定された
ものである旨の記載がある。そのため新たに福山市産業振興アクションプ
ランを策定時に福山市産業振興ビジョンの事後評価を実施しているかにつ
いて確認したところ、過去の計画や施策の評価は実施されていなかった。
当計画は、「福山みらい創造ビジョン」を踏まえ策定されている。確かに
全庁的な行動の指針となる総合計画との整合性は重要であるが、前計画の
達成状況や実施した事業の効果がどのように発現したかなどの事後評価を
実施することは、新規計画の実効性を高める上で必要不可欠なものであ
る。少なくとも計画が終了した時点で十分に事後評価を実施し、評価結果
について記録する必要がある。また、その結果等をホームページ等で公表
することが望ましい。

● 〇

（措置予定）2026年（令和8年）の産業振興アクション
プラン策定時に、福山市産業振興ビジョンを含めたこ
れまでの取組の評価を行うとともに、その結果等を
ホームページ等で公表していくこととする。

産業振興課 2025/3/7

20／50
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-1　福山市産業振興アクションプラ
ン

② 【意見】計画の推進体制を明確
にしたうえで、計画の進行管理を記
録し保存すべきである。

当計画には、推進体制についての記載がなかった。また、計画の進捗管理
が実施されていることを確認できる書類が保存されていなかった。
実行計画であれば、毎年、施策やＫＰＩ指標の進捗状況などの点検評価を
行い、計画を見直す必要がある。そのためには、計画推進にかかる責任部
課はどこか、他の部課とどのように連携をとるか、フォローアップをどの
ように行うかなど、計画の推進体制を明確化する必要がある。その推進体
制により計画の進捗状況の分析を行い、企業や産業支援機関との連携によ
り得た情報をもとに、施策やＫＰＩ指標の見直しを行うことで、事業効果
を高めることができる。
また、計画の実効性を確保するためには、進捗状況の可視化、情報共有が
必要であり、そのためには計画の進捗状況や検証結果、今後の対策など計
画の進捗管理の記録を保存する必要がある。

● 〇

（措置予定）2024年（令和6年）の産業振興アクション
プラン修正時に、計画の推進体制を明確にしたうえ
で、計画の進行管理を記録し保存することとする。

産業振興課 2025/3/7

32

第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-2　福山ビジネスサポートセンター
Fuku-Biz運営事業

① 【指摘】業務委託契約時におい
て、受託者の計算書類等を入手し、
財務状況等について確認すべきであ
る。

福山ビジネスサポートセンターFuku-Bizは、公的産業支援機関であり市に
おいて重要な事業であるため、その運営業務の受託者が安定して事業を継
続できる事業遂行能力があることを確認する必要がある。その事業遂行能
力の確認の一つとして、計算書類等を入手し、受託者の財務状況等を確認
する必要があるが、担当課ではこの確認が実施されていなかった。
福山ビジネスサポートセンターFuku-Bizの運営委託業務にかかる仕様書を
確認すると、受託者は、センター内において本業務以外の業務を行うこと
が禁止されているが、それ以外の場所や時間においては他の業務を行うこ
とができる。そのため、他の事業により損失が発生し、財務状況が悪化す
る可能性も考えられるため、最新の財務状況を定期的に確認する必要があ
ると考える。
また、財務情報の入手方法として、会社法第440条第1項により、上場会社
などを除く株式会社は、定時株主総会の終結後遅滞なく、計算書類を公告
することが義務づけられており、このような公開情報によって最低限の確
認を行うことはできると考える。
県内において、学校給食の業務委託先が財務状況悪化により事業継続困難
となった事例も発生しており、過去の事業実績等だけでなく、現在の財務
状況を確認し、業務委託契約期間中に安定的に事業継続できる委託先であ
ることを確認する必要性は今後さらに高まると考える。

● 〇

2024年度（令和6年度）の業務委託契約を締結するに当
たり、受託先の財務状況を確認したところであり、今
後も定期的に財務状況を確認することとする。

産業振興課 2024/9/27

21／50
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-2　福山ビジネスサポートセンター
Fuku-Biz運営事業

② 【意見】業務委託契約は、一者
随意契約の形式が採用されている
が、長期的に安定して運営するとい
う視点で契約方法を検討していただ
きたい。

福山ビジネスサポートセンターFuku-Bizの運営業務委託契約は、一者随意
契約となっている。これは、一般財団法人備後地域地場産業振興センター
に委託されていた時期も含めた６年間で、他の産業支援機関や関連事業者
と連携した相談体制が構築できており、事業者に対して支援を行う際に
は、これらネットワークは必要不可欠であることから、仮に株式会社タウ
ル以外の事業者が受託することとなった場合には、その連携による事業の
拡がりに支障が生じ、本事業の目的を十分に達成できないことが懸念され
る、という理由から、地方自治法施行令第167条の第１項第２号の「契約の
性質又は目的が競争入札に適さないもの」として整理されている。
確かに、他の産業支援機関等との連携は事業者を総合的に支援していく上
で重要な要素であり、福山ビジネスサポートセンターFuku-Bizとして、継
続的にサービスを提供できる体制を維持しなければならない。しかし、現
在の業務委託先は、市の出資団体である一般財団法人備後地域地場産業振
興センターではなく、民間企業となっている。福山ビジネスサポートセン
ターFuku-Bizは一時的なものではなく、長期間安定的に質の高いサービス
を提供する必要があり、その点ではプロポーザル方式随意契約などを採用
し、複数の業者により競争の原理を働かせて、長期的にサービスの質を維
持する体制を構築すべきではないかと考える。また、他の産業支援機関等
とのネットワークは、福山ビジネスサポートセンターFuku-Bizとして構築
されるべきものであり、業務委託先である民間企業と構築されるべきもの
ではない。
福山ビジネスサポートセンターFuku-Bizを長期的に安定して運営するとい
う視点で、契約方法について検討をしていただきたい。

● 〇

2025年度（令和7年度）から、契約方法について検討し
ていくこととする。

産業振興課 2025/3/7

22／50
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-2　福山ビジネスサポートセンター
Fuku-Biz運営事業

③ 【意見】市の事務を業務委託し
た場合における許可等に関する考え
方について、統一した運用をする必
要がある。

福山ビジネスサポートセンターFuku-Bizは、現在「まなびの館ローズコ
ム」3階に設置されている。
通常、行政財産を使用させる場合は、条例に基づき行政財産使用の許可を
受け、定められた使用料を納付しなければならないが、福山ビジネスサ
ポートセンターFuku-Bizについては、委託業務であることから、行政財産
の使用許可等は不要としている。ただ、こういった委託業務の場合の扱い
については、契約書（仕様書）において業務実施場所を指定した場合に限
るなど、全庁的に統一した運用を定めるよう努める必要がある。

● 〇

（措置予定）市の施設を使用した業務委託をする場合
には、契約書（仕様書）において業務実施場所を明記
していく。なお、福山ビジネスサポートセンターFuku-
Biz運営事業については、2024年度（令和6年度）から
業務委託契約書に業務実施場所を明記した。

市の事務を業務委託して、市の施設を業務委託場所と
して使用させる場合の目的外使用許可等に関する考え
方について、2024年度（令和6年度）末までに、全庁的
に統一した運用となるよう周知していく。

産業振興課
資産活用課

2025/3/7
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-3　一般財団法人備後地域地場産業
振興センター振興事業費補助事業

① 【意見】補助金の趣旨や補助率
等の条件を明確にしたうえで、補助
金の効果を評価する必要がある。

当補助金に関する交付要綱は作成されておらず、事務処理は福山市補助金
交付規則に従って行われている。しかし、同規則には、交付申請や事業報
告書の提出などの一般的な手続きについては規定されているが、個々の補
助金の支給基準や趣旨及び目的等については規定されていない。一部の事
業については過去３年間の事業費の平均額をもとに補助金の額が算出され
ているものの、補助金の支給基準がない事業も含めた、地場産業振興セン
ターに対する補助金の総額は毎年同額となっており、結果として地場産業
振興センターが実施している個々の事業に対する補助金の効果を把握でき
ていなかった。
補助金を交付する際は、公金であることに鑑み、市がその行政目的を達成
するうえで、最も効率的な手法であることが前提となるものである。その
ためには、補助金の対象事業、補助金の趣旨及び目的等を明確にし、個々
の事業について補助金の効果を評価しなければならない。

● 〇

2024年度（令和6年度）、補助金の趣旨等を規定した備
後地域地場産業振興センター振興事業補助金交付要綱
を作成した。個々の事業の評価のあり方については、
2025年度（令和7年度）以降、地場産業振興センターと
協議していく。

産業振興課 2025/3/7

23／50
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-3　一般財団法人備後地域地場産業
振興センター振興事業費補助事業

② 【意見】出資団体に対する市の
関与方針を策定する必要がある。

地場産業振興センターは市の出資団体であり、市からは補助金や負担金等
の多くの財政的関与を行っている。しかし、このような出資団体に対し
て、どこまで関与するかについては不明確となっている。
市の出資団体等のいわゆる第三セクターに該当する法人は、産業振興等、
公益性が高い事業を実施しており市における重要な役割を担っている一方
で、経営が著しく悪化した場合には、市の財政に大きな影響を及ぼすこと
が懸念される。現在、出資団体の関与については主に指導監督を行う担当
課で判断されているが、基本的な考え方を整理し方針として示すことで出
資団体の指導監督を行う担当課の判断基準を明確化し、出資団体への関与
について統一化を図る必要があると考える。
出資団体への市の関与方針としては、まず基本的な方針として、出資団体
は原則として市から独立した事業主体あり、経営責任は経営者にあるとし
たうえで、どのような団体の経費について公的支援を行うのか、経営が悪
化した場合の財政支援を行う条件等を定める必要がある。具体的な関与方
針としては、補助金や委託料、貸付金などの財政的支援の方針、役員の就
任や職員の派遣などの人的関与の方針等を定めることや、出資団体の経営
状況、財務状況を分析し、出資団体が実施している事業の意義や採算性に
関する分析・評価を行い、今後の方針を確認するなど、出資団体に対する
定期的なモニタリング手法についても規定することが考えられる。

● 〇

出資団体については、団体毎に求められる役割や機
能、事業内容、規模等が異なるため、統一的な基準の
策定は困難であり、引き続き、所管課において、各団
体の目的に応じた本市が求める事業成果が出ているか
を確認する中で、必要な指導監督を行っていく。

総務課 2025/3/7
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-3　一般財団法人備後地域地場産業
振興センター振興事業費補助事業

③ 【指摘】地場産業振興センター
の今後の在り方について検討する必
要がある。

現在、地場産業振興センターの財務状況は厳しい状況にある。設立当初か
ら外部環境が大きく変化し、会費収入や事業収益が年々減少しており、市
からの補助金等が経常収益の大半を占めている。さらに、福山ビジネスサ
ポートセンターFuku-Bizが株式会社タウルへの業務委託という形式に移管
したことにより、法人の事業規模も縮小化しているなど、長期的に収入の
悪化傾向にあり、深刻な経営状態の悪化を引き起こしている。
早急に補助金頼りの運営から脱却する必要があり、金銭的な支援を行うよ
りも、経営健全化の方針や計画の策定及びその推進を促す必要がある。
また、資産の大半が不動産であり、現預金の残高が少なくなってきている
ことから、近い将来資金繰りが難しくなることも予想される。さらに、建
物も老朽化していることから、大規模修繕や建替え等大きな支出がいずれ
必要となるが、この改修資金の積立が全くできていない状況にある。その
ような状況を把握しているのであれば、今後どのように資金繰りを行って
いくのか、改修費をどのように捻出するのか等、具体的な方針や対策につ
いて早い段階で確認する必要がある。
近年、他の自治体では財務状況の悪化や施設の老朽化を理由に地場産業振
興センターを解散するケースも相次いでいるが、福山市や備後地域におけ
る地場産業振興センターの役割を明確化した上で、現在の財務状況等を踏
まえ、今後の在り方を検討していただきたい。

● 〇

2025年度（令和7年度）以降、地場産業振興センターと
今後の在り方を協議していく。

産業振興課 2025/3/7

24／50
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-4　中心市街地活性化事業費補助事
業

① 【意見】補助率や補助対象事業
等の補助金の条件を明確にし、補助
金の効果を把握する必要がある。

当補助金は、創設当初から商工会議所と連携し、商工会議所の実施する中
心市街地活性化に関する事業費の補助を行ってきている。商工会議所と協
議のうえで事業内容に適宜変更が加えられるため、当補助金に関する交付
要綱は作成されていない。
しかし、補助金の条件を設定していないため、補助金の効果を把握するこ
とが困難となっている。さらに、個々の事業に対してではなく、中心市街
地活性化に関する事業費全体の補助金という形となっていることから、よ
り効果的な事業に対して優先的に補助金を支出するといった効率性の観点
が考慮されにくくなっている。
より効果的な事業を効率的に補助するためにも、交付要綱等で補助金の目
的や補助率や補助対象事業等の補助金の条件を明確化する必要がある。

● 〇

2024年度（令和6年度）、補助金の目的等を規定した中
心市街地活性化事業費補助金交付要綱を作成した。

産業振興課 2024/9/27
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-4　中心市街地活性化事業費補助事
業

② 【意見】同様の趣旨の補助事業
は統廃合の検討が必要であり、商店
街が競争力をつけるためには本当に
必要な事業に予算を集中すべきであ
る。

商店街に対する補助金として、市が交付決定する商店街活力向上事業費補
助金と、商工会議所が交付決定する中心市街地活性化事業費補助金が存在
する。商店街等が行う賑わい創出イベントにかかる事業費は、この両方の
補助金の対象となっており、重複しているといえる。交付決定機関は異な
るが、同様の趣旨の補助金であればどちらかに統合することも検討する必
要がある。
毎年同様の補助金を支出していると、補助金頼りの運営となってしまいが
ちであるが、最終的に商店街が競争力をつけ自立することが理想であり、
そのためにはそれぞれの補助金の趣旨を明確化し、事業効果を把握したう
えで、より必要な事業に予算を集中すべきであると考える。

● 〇

中心市街地活性化事業費補助金については、2024年度
（令和6年度）に補助金要綱を作成し、趣旨や算定根拠
等を明確にした。この補助金は、中心市街地全体の活
性化を目的とするものであり、個々の商店街の魅力の
増進と賑わい創出を目的とする商店街活力向上事業費
補助金とは、趣旨が異なっており、それぞれの事業と
して実施する必要があると考えている。

産業振興課 2025/3/7
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-5　商店街活力向上事業費補助事業

① 【指摘】補助対象者が補助要件
を充足していることを確認した資料
を指定されたファイルに保存する必
要がある。

当補助金の賑わい創出事業の補助対象者は、組合及び組合に準ずる任意団
体と規定されており、組合に準ずる任意団体は、「一定の地区（街区）内
で集積・近接した商業事業者で構成され、来街者（消費者）を対象に、継
続的に商業振興を目的とした事業を行う団体であって、規約等により代表
者の定めがあり、財産の管理等を適正に行うことができるもの」と定義さ
れている。これらの要件を満たす団体であることを確認するため、当補助
金の要綱において、構成員名簿及び定款、会則、規約等の書類の提出を補
助金交付申請時に求めている。関連するファイルを確認したところ、これ
らの書類の一部が編冊されていなかった。担当課に確認したところ、別の
ファイルに保存されているとのことであった。
福山市文書等取扱規程第39条には、文書等は、原則として指定のファイル
により編冊しなければならないと規定されている。担当課において、補助
対象者が補助要件を充足していることが外形的に確認できるように、補助
事業者から取得した資料は指定のファイルに保存する必要がある。

● 〇

補助金交付申請時に提出を求めている構成員名簿及び
定款、会則、規約等の書類については、2024年（令和6
年）1月に指定ファイルに保存した。

産業振興課 2024/9/27

25／50



指
摘

意
見

措
置
済

措
置
中
・

予
定

検
討
中

措
置
し
な
い

見出しは包括外部監査結果報告書（要約版）に対応しています。 20 86 57 20 20 13

※1つの項目に対し、複数の対応状況を記載している場合があるため、指摘・意見の数の合計とは一致しません。

№

監査結果（抜粋）

区分 ※ 対応状況

公表日
措置等内容 所管課

41

第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-5　商店街活力向上事業費補助事業

② 【指摘】補助金にかかる消費税
の取り扱いを規則や要綱等に規定す
る必要がある。

保存されている書類を確認したところ、消費税額等を除いた事業費に基づ
いて補助金の額を算出する運用となっているが、消費税の取り扱いが、補
助金の要綱等で定められていなかった。
補助事業者が課税事業者であり、消費税額等を含んだ補助事業費に対して
補助金の交付を受け、その後消費税の確定申告の際に補助金にかかる消費
税額等を仕入税額控除した場合、その補助事業者は補助事業費にかかる消
費税額等を負担していないにもかかわらず消費税分も補助金を受け取るこ
とになる。これを回避する方法として、一旦消費税を含んだ補助金を交付
し、課税事業者が確定申告で課税仕入れに係る消費税額等として控除でき
る金額が確定した場合には、これに係る補助金相当額を補助事業者に報告
させ、その金額を返還させるという方法や、補助事業者が補助金を申請す
る段階で消費税抜きの金額を記載させることで消費税の影響を排除すると
いう方法などが考えられるが、本補助金は運用上後者を採用していること
になる。
このように補助金にかかる消費税の取り扱いは、複数の方法が存在するこ
とから、要綱には必ず明記しなければならないと考える。
また、そもそも商店街振興組合等は、消費税の免税事業者が大半であり、
免税事業者は補助事業費にかかる消費税分も経費として負担していること
になる。そのため、補助金の取り扱いについて改めて検討する余地がある
と考える。

● 〇

2024年度（令和6年度）、補助金交付要綱を改訂し、消
費税額等の取扱いを規定した。

産業振興課 2024/9/27
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-5　商店街活力向上事業費補助事業

③ 【意見】交付申請の合計額が予
算を超えている場合の交付金額の決
定方法について、検討の余地がある
と考える。

保存されている資料を確認したところ、交付申請の合計額が予算を超えて
いた。その場合、まず予算総額を交付申請に基づいた補助交付金額の割合
で按分した金額を各補助事業者の補助金の上限として設定し、その後補助
事業者から事業報告書を受理し、その内容を審査したうえで交付すべき補
助金の額が決定される運用がなされていた。すべての補助事業が申請書と
金額が一致した事業報告書が提出される場合には問題はないが、申請者又
は市の誤認により、申請時の事業費に消費税額が含まれていた場合や、単
純に事業費が申請額を下回った実績となった場合など、申請額を実績額が
下回った場合には、申請額と実績額が同一のものと比べると事業費に対す
る補助率が上昇することになる。そのため、補助事業者間で公平性に欠け
る場合も想定される。そのため、交付申請の合計額が予算超過した場合の
交付金額の決定方法については検討の余地があると考える。また、予算を
超える申請があった場合の取り扱いは交付要綱に規定することが望まし
い。
当補助金は、商店街活性化が事業目的であり、先着順に締め切る方法は事
業目的にふさわしくないとの判断により、全体の補助率を下げ、申請の
あった補助事業者すべてに対して補助金が支給されているが、商店街等の
自立を促すのであれば、毎年同様の事業に補助金を支給するのではなく、
同様の事業については回数（年数）を制限し、新規事業を優先的に支援す
るなど、補助対象事業を選定することも考えられる。

● 〇

2024年（令和6年）4月に、補助金交付要綱を改訂し、
交付申請の合計額が予算超過した場合、各申請者の補
助申請額を一定の割合で乗じ、予算の範囲内で交付決
定するものとして規定した。
また、上記に基づき補助申請額を一定の割合で乗じた
うえで交付決定を行い、後日事業計画の変更により補
助対象経費が減額となった場合は、交付決定時と同様
の方法により補助額を算出するものとして規定した。
補助対象事業の選定方法については、要綱に規定した
とおり、商店街活性化の事業目的に沿うものについて
選定する。

産業振興課 2024/9/27
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-6　中小企業等SDGs推進事業補助事
業

① 【意見】SDGs認定事業者である
ことを補助対象事業者の要件とする
ことも考えられるのではないか。

当補助金は、中小企業等SDGs推進事業審査会（以下、「審査会」とい
う。）においてその事業内容を審査し、適当と認めるものについて交付決
定が行われている。審査会は、商工会議所や市内の大学等により組織され
ており、交付決定までの時間もかかり、審査会や担当課の負担も多いよう
に思われる。
他の自治体をみると、SDGsの理念を理解し、達成に向けた取組を進める企
業、団体、教育機関等を「（仮称）SDGs認定事業者」として登録する制度
を創設されている自治体もあり、このような認定を受けていることを補助
金の要件とすることも考えられる。
この方法であれば、審査会を組織して審査するよりも効率的に補助金の事
務処理を行うことができ、他の補助金にも補助金等の要件として活用する
ことで全庁的にSDGsの普及を推進できると考える。SDGs普及のため、SDGs
の認定制度を創設することと、補助金等の要件に加えることを検討してい
ただきたい。

● 〇

2023年度（令和5年度）「環境への配慮」「女性・障が
い者・高齢者等の雇用促進」「働きやすい職場環境の
整備」といった、社会や人にやさしい取組を行う、グ
リーンな企業チャレンジ宣言制度を創設した。本制度
は福山市SDGｓ推進宣言を兼ねたものであり、当該補助
金の交付要件として2024年度（令和6年度）から「グ
リーンな企業チャレンジ宣言を申請している者」を追
加した。

産業振興課 2024/9/27
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-7　商工会議所・商工会への事業費
補助事業

① 【意見】商工会議所及び商工会
への補助金について、算定根拠を明
確にすべきである。

商工会議所及び商工会へ給付している補助金は10年以上金額が変更されて
おらず、個々の補助対象事業ごとの補助金の算定方法や補助金額が明確に
なっていなかった。
補助金の金額もしくは補助率は、適切かつ妥当な基準とすべきであるが、
補助金の算定根拠が不明確であるため、補助対象事業ごとの補助金額が明
確となっておらず、適切かつ妥当な基準かどうかも判定できない。補助金
の算定根拠を明確にしていただきたい。
また、長年にわたって定額の補助を行っていると、外部環境や補助対象自
体にも大きな変化があることが想定されるため、補助金額・補助率の妥当
性、商工会議所及び商工会の団体間の公平性等の観点で検討を行い、定期
的に見直しを行う必要がある。

● 〇

2024年度（令和6年度）、対象事業等を規定した補助金
交付要綱を作成し、算定根拠を明確にした。

産業振興課 2025/3/7
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-7　商工会議所・商工会への事業費
補助事業

② 【意見】神辺商工文化センター
の駐車場として借用している民有地
について、適正な賃借料に対して補
助金を支給すべきである。

神辺商工文化センターの駐車場として借用している民有地にかかる契約書
を確認したところ、平成3年に変更契約が交わされて以降、30年以上賃借料
が改定されていなかった。神辺町商工会と貸主との間で賃借料の交渉はさ
れているとのことであるが、賃貸されている市有地と民有地の固定資産税
評価額の坪単価が同額と仮定すると、普通財産貸付要領に従って算出した
貸付料の1.5倍以上の賃料を支払っていることになる。
平成３年頃は地価相場がピークとなっていた時期であり、現在の地価相場
は大きく下落している。賃借料の補助を行うのであれば、適正な賃料に対
して補助金を支給すべきと考える。神辺町商工会に改めて賃借料の改定を
実施することを促し、補助金の算定根拠を明確にしたうえで、適正な賃料
に対して補助金を支給すべきであると考える。

● 〇

神辺商工文化センター運営費補助については、2024年
度（令和6年度）、補助金の趣旨、対象事業等を規定し
た補助金交付要綱を作成し、算定根拠を明確にした。
賃借料については、近隣の駐車場料金を参考に適正で
あることを確認した。

産業振興課 2025/3/7
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-7　商工会議所・商工会への事業費
補助事業

③ 【意見】神辺商工文化センター
に対する補助金の必要性について、
神辺商工文化センターの在り方も含
めて再度検討していただきたい。

神辺商工文化センターの令和４年度の決算書を確認すると、収入は会館使
用料が主なもので、収入の約4分の１が市と商工会の補助金であった。一方
経費は、主に水道光熱費や家屋費など会館の運営にかかる経費と土地賃借
料であった。つまり当補助金は、神辺町商工会の会館事業に対する補助で
ある。他の商工会には同様の補助金は支給されていない。
平成18年に神辺町と合併してから、当時実施されていた補助事業を引き継
いでいる経緯は理解できるが、合併してから20年近く経過していることか
ら、当補助金の必要性について検討していただきたい。また、相場よりも
高額な民地の賃借料を長年払い続けている現状も考慮し、神辺商工文化セ
ンターの在り方についても商工会と交渉を続けていただきたい。

● 〇

神辺商工文化センターの今後の在り方について、2025
年度（令和7年度）に方向性が示せるように神辺町商工
会と協議を続けていく。

産業振興課 2025/3/7
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-8　旧福山産業会館

① 【指摘】行政財産の使用料減免
理由について、明確化すべきであ
る。

市の行政財産である旧福山産業会館をシルバー人材センターに無償で使用
させていることについて、担当課にヒアリングしたところ、福山市行政財
産の使用料に関する条例第６条第１項が根拠との回答を得たが、当該使用
料を減免することができるケースとして規定されている同項第1号～第4号
のどれにも該当していなかった。
旧福山産業会館を同条例第６項第5号（その他市長が特別の理由があると認
めたとき。）を根拠として無償で使用させるのであれば、特別な理由を明
示して、適切な手続きをとる必要がある。

● 〇

使用料の減免に当たっては、高年齢者の雇用の安定に
関する法律により設立された公益法人であることを理
由として、福山市行政財産の使用料に関する条例第6条
第1項第5号の規定により減免を行うこととした。ま
た、上記理由は行政財産目的外使用許可に係る起案に
明記することとし、2024年度（令和6年度）分の使用許
可に係る起案から記載している。

産業振興課 2024/9/27
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-8　旧福山産業会館

② 【意見】旧福山産業会館にかか
る経費について、より適切な費目で
予算を計上することを検討していた
だきたい。

現在、旧福山産業会館の運営は、電気代や施設管理業務及び清掃業務の業
務委託料等の施設の維持管理に多大な経費が発生しているが、シルバー人
材センターには無償で使用させており、その他の収入もほとんどない状況
にある。また、施設管理業務及び清掃業務の業務委託はシルバー人材セン
ターと随意契約を締結しており、旧福山産業会館は実質的にシルバー人材
センターのために維持されているといえる。
旧福山産業会館にかかる経費は、「商工総務費」として予算が組まれてい
るが、シルバー人材センターの運営支援を行うのであれば、その目的を示
した事業として予算を組む必要があると考える。シルバー人材センターの
運営支援は高齢者支援課が行っており、「老人福祉費」等の費目に計上す
ることを検討していただきたい。

● 〇

旧福山産業会館の維持・管理については、産業振興に
関する事務を所管する部署が行っており、これまでも
適正な予算費目に計上している。

産業振興課 2025/3/7
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-9　労働者福祉金融対策

① 【指摘】預託金を運用した融資
実績を十分に把握し、その事業効果
を検証すべきである。

生活安定資金融資資金及び住宅資金貸付資金については、新規貸付及び回
収実績があるが、担当課にその融資実績について確認したところ、過去の
融資実績が十分に把握されていなかった。
預託金は資金拘束を伴うものであり、その資金は効率的かつ効果的に利用
されなければならない。そのため、預託金を運用した融資実績を担当課に
おいて把握し、その情報を分析したうえで事業効果を検証しなければなら
ない。 ● 〇

「融資実績の報告等」については、2024年（令和6年）
4月1日に改正又は制定した各融資制度要綱により定
め、それに基づき毎年度取り交わす覚書にて定期的に
報告を受け、事業効果の検証を行うこととした。
（改正）
福山市勤労者生活安定資金融資制度要綱
福山市NPO活動支援融資制度要綱
（制定）
福山市住宅建設資金融資制度要綱
福山市労働会館運転資金融資制度要綱
福山市医療生活協同組合運転資金融資制度要綱

産業振興課 2024/9/27
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-9　労働者福祉金融対策

② 【意見】預託金を適正な金額に
見直しをすることを検討する必要が
ある。また、預託金以外の支援方法
についても検討していただきたい。

預託金は市の決済用預金口座へ入金されており、毎期年度同額が年度当初
に預託され、年度末に償還されるため、貸倒リスクは負っておらず、増減
がないという点においては市財政への影響はない。ただし、546,000千円と
いう資金が拘束され続ける性格を持つため、市財政を圧迫しており、本来
は市債を圧縮できるという点で利息分の機会損失が発生しているといえ
る。そのため、継続的に、その資金が効率的かつ効果的に利用されている
かについて検討を行う必要がある。しかし、提携融資など預託金の目的と
なっている融資が低調もしくは融資実績がない状況にもかかわらず、預託
金の金額の十分な見直しが長年行われていなかった。
預託金の趣旨及び目的を明確化した上で、支援する融資制度等の利用実績
に見合った預託金の金額に毎期見直すことを検討する必要がある。また、
制度発足から年数が経過しており当時と状況も大きく変化しているため、
制度自体を存続することの必要性を検討するとともに、利子補給制度など
預託金制度以外の支援の方法も検討していただきたい。

● 〇

本預託金は「福山市勤労者生活安定資金融資」「福山
市NPO活動支援融資」「福山市住宅建設資金融資制度」
「福山労働会館貸付融資」「福山市医療生活協同組合
運転資金融資」に対するもの。
資金が効率的かつ効果的に利用されているかについて
検討を行う必要があるという点については、福山市勤
労者生活安定資金融資（ローズライフローン）の実績
は低調であるものの、住宅資金融資制度の利用は多
く、労働金庫融資全体で考えると実績は高い。
予算編成過程で様々な支援方法を検討しており、現状
の預託金制度の方が有効であると判断している。

産業振興課 2025/3/7
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-9　労働者福祉金融対策

③ 【指摘】住宅資金貸付資金にか
かる制度要綱の整備を行い、条件等
を定める必要がある。

中国労働金庫に対する預託金のうち、一部は住宅資金貸付資金のためのも
のである。この預託金に関する要綱は福山市住宅建設資金等貸付要綱（以
下、「旧要綱」という。）であったが、平成14年3月に廃止されている。そ
して、旧要綱に基づいて行った貸付金を旧要綱廃止後もフォローするた
め、労働金庫にその貸付残高に対応する金額を決済用預金により預託する
こととし、「福山市住宅建設資金等貸付に係わる預託等契約書」により預
託の条件等について定められていた。
しかし、市で保存されている最新の契約書について確認したところ、当契
約書は平成19年のものであり、契約は一年契約であるにもかかわらず、そ
の後契約が更新されていることが確認できなかった。この点、運用方法に
ついては毎年度覚書で確定しているとのことであったが、覚書には協調倍
率や融資条件など具体的な条件は記載されていないため、住宅資金貸付資
金にかかる制度要綱の整備を行い、中国労働金庫との合意事項をあらかじ
め定めておく必要がある。

● 〇

2024年（令和6年）4月1日に全ての融資制度の運用要綱
を新たに制定し、融資の性質、融資条件を改めて明文
化した。また、毎年度締結する運用方針を定めた覚書
についても文面を変更し、協調倍率等の表記を加え
た。

産業振興課 2024/9/27
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-9　労働者福祉金融対策

④ 【指摘】中国労働金庫と合意し
ている覚書の内容と要綱の内容が異
なっていた。

中国労働金庫と毎年締結されている覚書の内容を確認したところ、福山市
勤労者生活安定資金融資制度要綱等の融資の報告時期について、覚書と要
綱とで異なる規定をしていた。担当課に確認したところ、利用数が少ない
ため、過去に年度ごとの覚書により運用を定めた経緯があるとのことで
あった。
しかし、要綱は市職員が事務処理を進めていく上での指針・基準を定める
行政機関の内部規律であり、運用を変更するのであれば、要綱も変更しな
ければならない。

● 〇

要綱は「必要に応じて報告等を求めることができる」
旨の記載に変更し、報告時期等の詳細については毎年
度覚書に記載することとした。
なお、2024年（令和6年）4月1日に福山市勤労者生活安
定資金融資制度要綱を改定した。

産業振興課 2024/9/27
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-9　労働者福祉金融対策

⑤ 【意見】年度末に預託金の返還
を受け、翌年度当初に再度預託金を
拠出する処理について、正確な財政
状況を市民に開示する観点から検討
をする必要があると考える。

市は、労働金庫から年度末に預託金の返還を受け、翌年度当初に再度預託
金を労働金庫へ拠出している。この預託金は、同額を何年も預託し続けて
おり、実質的に無利子の貸付金と同様の状況となっているが、年度末に一
度返還を受けるため、決算日における市の貸借対照表上では、「現金預
金」として開示されることとなる。これでは、預託金相当額の預金が長年
拘束されている状況について、正確に開示できていないため、正確な財政
状況を市民に開示する観点から会計処理や開示方法等については検討する
必要があると考える。

● 〇

より丁寧な開示方法等について検討し、2024年（令和6
年）10月に、勤労者生活安定資金融資制度を案内する
本市ホームページに、当該預託に関する会計処理の概
要を記載した。

産業振興課 2025/3/7
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-10　障がい者雇用対策費

① 【意見】奨励金の支給金額に区
分を設けることを検討するべきであ
る。

市では、市内に居住する障がい者を雇用する事業主に対し、雇入れ障がい
者1人につき 月額で一律30,000円を支給している。
しかし、短時間労働者とそれ以外の労働者で金額が同額とすると、労働者
に対して支払う賃金に対する奨励金の割合が、短時間労働者のほうが高く
なることになる。当事業の趣旨が障がい者の雇用の促進と安定であるなら
ば、短時間労働者とそれ以外の労働者で金額に差をつけたほうが、より長
い労働時間の雇用につながるのではないか。また、国の特定求職者雇用開
発助成金も「短時間労働者以外の者」と「短時間労働者」に区分し支給金
額に差をつけている。この制度に引き続いて支給するのであれば、同様の
区分を設けることを検討するべきであると考える。

● 〇

障がい者雇用奨励金の運用について、前提条件として
いる、国の特定求職者雇用開発助成金の対象者の区分
を参考に、2026年度（令和8年度）から運用開始できる
よう、今後の方針について検討中である。

産業振興課 2025/3/7

55

第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-10　障がい者雇用対策費

② 【意見】交付対象者の要件とし
て、市税を完納していることを追加
すべきである。

福山市障がい者雇用奨励金交付要綱を確認したところ、交付対象として市
税の滞納がない旨の記載がなく、また交付申請にかかる添付書類の中に完
納証明書の記載がなかった。この点について担当課にヒアリングしたとこ
ろ、「この奨励金設立の趣旨が、国の助成が終了した際に国と同条件で奨
励金を交付するため」との回答を得た。
たしかに、本事業は国の助成制度の対象者に対して市で引き続き支援を行
うというものであり、その対象者は国の支給要領により決められていると
いう側面があることは理解できる。しかし、この奨励金が市民から徴収さ
れた税金その他の貴重な財源でまかなわれるものである以上、公平性を担
保すべきであり、市税の徴収率の向上のためにも市税を滞納している事業
者に対して奨励金の交付はすべきでないと考える。当要綱の交付対象の要
件に市税の滞納ない旨の記載を検討していただきたい。

● 〇

要綱の交付対象に「福山市に納付すべき市税の滞納が
無く、市税の納付状況を調査されることに同意する事
業主」を追加した。なお、2024年（令和6年）4月1日に
福山市障がい者雇用奨励金交付要綱を改定した。

産業振興課 2024/9/27
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56

第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
2　産業振興課
2-11　女性の働く環境改善補助金

① 【指摘】補助金の対象経費の条
件として自己所有の建物の設備に限
ると規定されているが、交付申請の
審査時にこの条件を満たすことの確
認がなされていなかった。

本補助金の対象事業の条件として、自己所有の建物の設備に限ると規定さ
れている。しかし、交付要綱には交付申請にかかる提出書類として、自己
所有の建物であることを証する書類は求められておらず、この条件を満た
していることは確認されていなかった。
補助対象事業にかかる条件規定しているのであれば、追加で書類を求める
などして補助金の対象事業であることを確認すべきである。

● 〇

2024年度（令和6年度）から、自己所有の建物であるこ
との担保として、登記簿等の提出を求めることとし
た。なお、2024年（令和6年）4月1日に福山市女性の働
く環境改善補助金交付要綱を改定した。

産業振興課 2024/9/27

57

第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
3　農林水産課、農業振興課
3-1　備後圏域ワインプロジェクト・
水産物ブランド化推進事業

① 【指摘】保険契約の契約者名が
農林水産課長名義となっているが、
福山市長の名義で保険契約するべき
である。

備後の地魚応援団イベントの備後フィッシュフェス・備後福山ワインフェ
スで賠償責任保険の契約を行っているが、保険契約者の名義が福山市長で
はなく農林水産課長となっていた。なお、2023年度は福山市長で契約して
いる。
地方自治法にあるように、福山市を代表し事務を管理し執行するのは、農
林水産課長ではなく、福山市長である。よって保険契約を行う場合には福
山市長が代表として保険契約者となるべきであり、農林水産課長が保険契
約者となることは職務権限の範囲外であり問題である。今後の事業におい
て保険契約を行うときは、担当課長ではなく福山市長が保険契約者となる
ことを徹底するべきである。

● 〇

2023年度（令和5年度）の賠償責任保険（契約日：2023
年（令和5年）10月25日）は保険契約者を福山市長で契
約した。なお、2024年度（令和6年度）は、本イベント
の委託業務の中で受注者側が賠償責任保険に加入する
よう仕様書を変更した。

農林水産課 2025/3/7

58

第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
3　農林水産課、農業振興課
3-2　生産性向上支援事業費補助

① 【意見】財産処分制限期間を超
えて文書保存期間を設定すべきであ
る。

福山市生産性向上支援事業補助金交付要綱第16条の財産処分制限期間7年に
対して、市の文書保存期間は5年と設定されていた。補助対象者の財産処分
制限期間内に、対応する市の文書が廃棄されてしまうことになり、保存期
間の設定が不適当といえ、財産処分制限期間を超えて文書保存期間を設定
すべきである。
福山市補助金交付規則第16条によれば、「補助事業者は、補助事業により
取得し、又は効用の増加した財産を補助金の交付の目的に反して使用し、
譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、その
財産が耐用年数(減価償却資産の耐用年数等に関する省令(昭和40年大蔵省
令第15号)別表第1及び別表第2に定める耐用年数をいう。)を経過し、又は
市長の承認を受けた場合には、この限りでない。」とされている。省令に
よれば農業機械の耐用年数は通常7年であり、福山市生産性向上支援事業補
助金交付要綱において設定されている処分制限期間７年は補助金交付規則
通りである。

● 〇

（措置予定）福山市文書等取扱規程第41条の規定に基
づき、保存年限を延長し、補助金交付要綱に設定され
ている処分制限期間（農業機械の対応年数の７年間）
まで文書保管期限を設定している。

2024年度（令和6年度）から
・生産性向上支援事業
・６次産業化推進・設備整備等事業
・やりがい農業実践事業
・産直市生産拡大事業
・ふくやまブランド農産物推進事業（機械施設整備
費）について保存年限を10年に変更し、導入した農業
用機械等の耐用年数を経過するまで保存することとし
た。

2023年度（令和5年度）までの実施事業に係る文書につ
いては、耐用年数を超過するまで保存年限の延長を
2025年度（令和7年度）に行う。

農林水産課
農業振興課

2025/3/7
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
3　農林水産課、農業振興課
3-2　生産性向上支援事業費補助

② 【意見】耐用年数省令に基づく
耐用年数に基づかない処分制限期間
を設定する場合の全庁的なルールを
策定することを検討すべきである。

補助金交付要綱により財産処分制限期間を5年と設定しているものが多く見
受けられ、7年と設定されているのは福山市生産性向上支援事業補助金のみ
であった。補助金交付規則第19条によると、「市長は、この規則に定める
手続により難いと認めるときは、補助金に関する手続について、別に定め
ることができる。」とされているため、別途要綱の設定によりこのような
運用が行われていると想定される。
ただ、全庁的な規範となる福山市補助金交付規則第16条において、耐用年
数省令に基づく耐用年数が財産処分制限期間となることが示されている以
上、同規則第19条により安易に処分制限期間を変更すべきではないと考え
る。耐用年数省令に基づく耐用年数に基づかない処分制限期間を設定する
場合の全庁的なルールを策定することを検討すべきである。

● 〇

耐用年数省令に基づく耐用年数に基づかない処分制限
期間の設定については、国や県が独自に処分制限期間
を定めている場合など補助金ごとに内容が異なり、全
庁的なルールを定めることは困難であることから、こ
れまで同様、個別の補助金交付要綱で設定することに
より対応する。

財政課 2025/4/30

60

第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
3　農林水産課、農業振興課
3-3　管理運営費補助（卸売市場）

① 【意見】補助金が現状では定額
であるが、補助対象経費のうち〇分
の１などのように、補助対象経費の
うち補助が必要な金額に応じて算定
すべきである。

市は年間約50,000千円前後の定額補助を特定の民間事業者（㈱福山地方卸
売市場（令和3年度までは福山地方卸売市場運営委員会））に継続して行っ
ている。市の土地を賃貸して賃貸料を収受しているが、一方その賃借料を
上まわる額の補助金を交付しているため、実質無償で土地を賃貸している
状態である。
市に提出されている㈱福山地方卸売市場の令和4年度収支決算書によれば、
収入から支出を差し引いた単年度利益剰余金が28,506千円生じている。ま
た、令和５年３月末時点の貸借対照表では、現金預金が433,323千円、純資
産の部612,005千円、無借金という良好な財政状態である。合併前の令和３
年度の㈱福山地方卸売市場の貸借対照表では、現金預金が14,217千円、純
資産の部11,195千円、長期借入金6,724千円となっていた。よって、これら
は合併により資産管理会社２社（福山大同青果㈱、㈱福山魚市場）が保有
していた財産と考えられる。この財政状態を考慮すると、資産管理会社２
社は、場内事業者からの家賃収入、各事業所からの運営経費負担金等の収
入により安定した経営を行ってきたと考えられる。場内の駐車場は無償利
用可能となっており、この市の駐車場が利用できる立地に建物を所有して
いる資産管理会社２社は間接的に受益者となってきたと想定される。
なお、これらを確かめるため、㈱福山地方卸売市場へ合併前の福山大同青
果㈱、㈱福山魚市場の決算書等の提出を依頼したが、別会社の資料という
ことで提出は困難との回答があり、入手することができなかった。
市の他の補助金交付事業をみても、民間事業者に対して定額全額補助とい
う補助金は少なく、補助対象経費の1/2や2/3を上限などと条件が付されて
いるものが多いと考えられる。本件では、例えば、「その運営に要した経
費」及び「市場の発展に資すると認められる事業に要した経費」などと
いった区分を設け、この補助対象経費のうち〇分の１などのように、補助
対象経費のうち補助が必要な金額に応じて算定すべきである。

● 〇

（措置予定）市では、市場の安定した運営を継続的に
行うために必要な額（市場運営に係る経費の2分の1に
相当する額）として、年間50,000千円前後の補助を継
続して行ってきた。
2022年（令和4年）に市場（開設会社）は資産管理会社
と合併し会計を一本化したため、年間の運営費に占め
る割合は3分の1程度になっている。
2024年（令和6年）4月1日に「福山地方卸売市場管理運
営費補助金交付要綱」を策定したが、ただちに経費区
分の導入やその区分に対する補助率を設定することで
補助金が大幅に減額となった場合には、市場の安定し
た管理運営に影響を与えるため、区分の導入や補助率
の設定は行っていない。
引き続き、公益性の高い市場の安定した運営に支障を
及ぼすことがないよう考慮しながら対象となる経費区
分の導入やその区分に対する補助率の設定等の補助制
度について、2024年度（令和6年度）末までを目途に見
直しを行う。

農林水産課 2025/3/7
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見出しは包括外部監査結果報告書（要約版）に対応しています。 20 86 57 20 20 13

※1つの項目に対し、複数の対応状況を記載している場合があるため、指摘・意見の数の合計とは一致しません。
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
3　農林水産課、農業振興課
3-3　管理運営費補助（卸売市場）

② 【意見】市は事業者の財政状況
を充分に査定し、補助金交付額を再
検討すべきである。

公益上必要のある補助対象事業から利益剰余金が発生すること自体は民間
事業者の経営努力もあり何ら問題はなく、利益剰余金が市の補助金により
直接的に発生していることが明確でない限り、補助金の交付自体は問題と
はならないと考えられる。
ただし、事業者において、利益剰余金が発生して余剰資金の保有があり、
当該補助金の縮減が可能な状況にある場合には、市は事業者の財政状況を
充分に査定し、補助金交付額を再検討すべきである。市は、収支報告書を
入手していたものの、補助対象事業者の財政状態を確認する決算書等の資
料を入手しておらず、継続して定額補助することが妥当か検討が行われて
いなかった。

● 〇

市場の安定した運営を継続的に行うために必要な額を
算定して、これまで補助金の交付を行ってきた。しか
し、事業者の財政状態を確認するための決算書等の資
料の提出を求めておらず補助金交付額の妥当性の検討
に課題があったため、2024年（令和6年）4月1日に「福
山地方卸売市場管理運営費補助金交付要綱」を策定
し、補助金の交付申請にあたっては、直近３か年分の
決算書を添付することとし、市において事業者の財政
状況を充分に査定し、適正な補助金の交付額を決定す
ることとした。

農林水産課 2024/9/27

62

第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
3　農林水産課、農業振興課
3-3　管理運営費補助（卸売市場）

③ 【意見】民間事業者の売電事業
に補助金が充当されないよう再検討
すべきである。

特に当該補助に関しては、単に事業者の売電収入となる太陽光パネルを設
置するための屋根賃借料についても事実上、補助金が充当される状態と
なっている。売電事業は、生産、販売活動等の用に直接供せず雇用を生み
出すような性質のものではないため、市町村の固定資産税減免措置からも
除外されていることが多い。売電事業に対する補助金とならないよう再検
討すべきである。

● 〇

（措置予定）管理運営費補助の補助額については、市
場運営に係る支出のうち、土地賃貸借料等に対して補
助金を交付してきたものではなく市場の安定した運営
を継続的に行うために必要な額を算定し交付してきた
ものである。その交付額の算定にあたり、交付額のお
およその目安とするため土地賃貸借料等を参考として
きたものであり売電事業に対する補助金を交付するも
のではない。
№60での回答と同様に、当該補助については、引き続
き公益性の高い市場の安定した運営に支障を及ぼすこ
とがないよう考慮しながら補助制度について、2024年
度（令和6年度）末を目途に見直しを行う。

農林水産課 2025/3/7

63

第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
3　農林水産課、農業振興課
3-4　福山地方卸売市場財産管理等業
務委託、生鮮食料品流通統計業務委
託、福山地方卸売市場管理事務所清
掃業務委託

① 【意見】財産管理業務委託が別
途生じないように、賃貸借契約を締
結すべきである。

市は福山地方卸売市場内の土地賃貸を㈱福山地方卸売市場に行っているの
みならず、市が福山地方卸売市場内に所有する管理事務所（建物）のう
ち、㈱福山地方卸売市場が日常的に使用する事務所と警備員室について使
用許可を行っている。市場開設にあたり行政側の責任部分として管理事務
所のうち事務所と警備員室を除く部分と、駐車場の維持管理について㈱福
山地方卸売市場に業務委託を行っている。
しかし一般的に、賃借人は賃借物を善良な管理者としての注意を払って使
用する義務を負っており(民法第400条)、また、市と㈱福山地方卸売市場と
の賃貸借契約書第6条では、維持保全義務等は賃借人である㈱福山地方卸売
市場が負うことになっている。財産管理業務委託が別途生じないように、
賃貸借契約を締結すべきである。また、別途財産管理を委託業務として発
注する必要性がある場合は、賃貸借契約に含まれる内容を除くものである
ことを明記すべきである。

● 〇

福山地方卸売市場財産管理等業務委託の業務内容につ
いては、巡回や大雨で被害があった場合の市場関係者
及び市への報告など、市場内の市有財産の管理として
賃貸借契約の財産の維持保全義務には含むことができ
ない業務を対象としており、引き続き契約締結する必
要性がある。
2024年（令和6年）分の財産管理等業務委託にあたって
は、委託仕様書へ本業務委託の業務内容にある「市場
内の市有財産の管理」とは、別途、市と市場が締結し
た土地等賃貸借契約第６条の維持保全義務及び賃貸借
契約と行政財産の使用許可における善良なる管理者の
注意義務（民法第400条）の範囲外の管理である旨を明
記した。

農林水産課 2024/9/27
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64

第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
3　農林水産課、農業振興課
3-5　森林公園の維持管理

① 【意見】森林公園の不動産の権
利関係を整理すべきである。

市が管理している森林公園に係る不動産の権利関係が整理されていない。
市の公的施設として運営する以上、継続して安定した運営がなされる必要
がある。森林公園として利用している土地の範囲やその所有者、契約関係
などを明確に整理して一覧化すべきである。

● 〇

（措置中）森林公園の現在の状況を把握するため順
次、公図・全部事項証明書を取得し、地図の作成を進
めている。山林所有者が相続登記がされていないケー
スがあり、調査が難航している。まずは、土地の範囲
やその所有者の確定を2026年（令和8年）末までに完了
させる。

農林水産課 2025/3/7

65

第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
3　農林水産課、農業振興課
3-5　森林公園の維持管理

② 【意見】管理責任の所在を明ら
かにするため、賃貸借契約を締結
し、市が管理すべき範囲を明確にす
べきである。

市と山林所有者との間で山林の賃貸借契約が締結されていないため、市が
占有者・賃借人として損害発生を防止する必要がある山林の範囲が明確に
なっていない。また市が維持管理すべき範囲を明確にすることで、市が本
来管理する必要のない範囲の維持管理支出が抑制される。管理責任の所在
を明らかにするため、賃貸借契約を締結し、市が管理すべき範囲を明確に
すべきである。
また、市が賃借していない山林は市が維持管理すべきものではないため、
もし市税を投入した場合、他の山林所有者との間で不公平が生ずることに
なる。所有者不明の山林の増加が懸念されることから、早期に森林公園の
不動産の権利関係、管理範囲を明確にしていただきたい。

● 〇

（措置中）No.64と同様に、森林公園の現在の状況を把
握するため順次、公図・全部事項証明書を取得し、地
図の作成を進めている。山林所有者が相続登記がされ
ていないケースがあり、調査が難航している。まず
は、土地の範囲やその所有者の確定を2026年（令和8
年）末までに完了させる。

農林水産課 2025/3/7

66

第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
3　農林水産課、農業振興課
3-6　森林公園の清掃業務

① 【意見】競争性の向上を確保す
るため、契約相手の妥当性検証の強
化を図るべきである。

森林公園の清掃業務委託に関して、一者随意契約の契約相手は、ほとんど
が前回と同じ相手になっている。町内会や自治会に一者随意契約で管理を
委託しているケースが多数ある。このうち、市の設計書と委託先からの委
託見積書が一致しているものが2件あった。
他部署や他市における類似事例の状況確認、業者情報の共有や契約を履行
する能力のある事業者の参入状況についての情報収集を行うなど、契約相
手の妥当性について確認し、競争性の向上の確保に努めるべきである。
近隣の社会福祉法人や公益的な団体と相見積りすることも考えられる。

● 〇

（措置予定）森林公園の清掃業務委託については、社
会福祉法人や公益的な団体の業務参入について情報を
収集している。地元は、森林公園を地域の財産と認識
しており、公園の状況等を熟知している地元町内会や
山林所有者で構成される協議会等に委託しているが、
事業の競争性の向上の点から、委託場所の状況を見な
がら契約時の相見積り等の徴取について2025年（令和7
年）4月に見直しする。

農林水産課 2025/3/7
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
3　農林水産課、農業振興課
3-7　森林経営管理等推進（保全対策
事業）

① 【意見】事業の効率性経済性を
確保するため、競争原理が働くよう
に、市外を含む林業事業者及び他産
業事業者への周知を行い、林業事業
者の育成、他産業からの森林整備事
業への参入、森林整備に関する教育
研修を促進すべきである。

森林経営管理等推進（保全対策事業）は、契約方法として随意契約が採用
されており、見積もり合わせはなく広島県東部森林組合の一者のみが委託
先の対象となっている。
随意契約を採用した理由としては、「森林所有者である組合員で組織さ
れ、市内各地での里山林整備や樹木伐採等の実績が数多くあり、本市の里
山林を熟知し、整備に精通している広島県東部森林組合に委託することが
最も合理的であり競争入札に適さないため。」とされている。
市としてSDGs・防災の観点から、「重点政策」（企画政策課）に掲げられ
ているとおり、「災害に強い森づくりの推進」を進めている。
また、市には毎年度森林環境譲与税という税収があり、森林環境譲与税に
ついては、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律第34条の使途の範
囲内で、市町村の判断により、幅広い事業に活用可能となっている。この
ため、市においては、災害に強い森づくりを推進するため、森林経営管理
等推進（保全対策事業）事業を行っている。今後継続して一定の発注額が
想定され、森林経営管理事業・福山市災害に強い森づくり事業等の森林整
備に関する事業が一層推進されていくものと想定される。
これらの需要に反して、広島県内の林業従事者数は平成27年時点では760
人、福山市では62人しかいない。市が一者随意契約先としている広島県東
部森林組合でも作業員数は10人程度である。人口及び林業事業者数が減少
するなか、随意契約による委託先を市内に本店をかまえる林業事業者に限
定すると実質的に特定の業者以外対応ができなくなる傾向が強まることに
なる。そうすると、競争原理が働かなくなり、事業の有効性・効率性・経
済性が害されることになる。

森林環境譲与税は森林整備や林業者の育成などを目的
に創設されたもので、災害に強い森づくり事業は、森
林整備による防災・減災のみならず市内の林業事業者
の育成を目的に実施しているものである。
本市においては、林業事業者（林業者）が少なく、森
林整備においては、市内の森林を熟知し、技術と経験
が必要なため、広島県東部森林組合に委託している。
現在、災害に強い森づくり等の森林整備により、安定
的な事業量確保に努めているところであり、広島県に
おいて実施している林業事業者の募集や研修、経営に
関する支援と合わせて林業事業者の増加や技術力の向
上を図っているところである。

農林水産課 2025/3/7

事業の効率性経済性を確保するため、競争原理が働くように、市外を含む
林業事業者及び他産業事業者への周知を行い、林業事業者の育成、他産業
からの森林整備事業への参入、森林整備に関する教育研修を促進すべきで
ある。契約の原則は一般競争入札であり、対象となる事業者が少ないとし
ても、これを解消しようとする施策を講じるべきである。森林整備に関す
る教育研修を事業として行うなどして、他業種からの参入を促進すること
を検討すべきである。
森林施業の合理化に関する基本方針（福山市森林整備計画）でも、「本市
は、広葉樹を中心とした天然林群が広範囲を占めているため、森林ボラン
ティアや企業・団体等の多様な主体による森林整備を推進することとす
る。」としている。この基本方針にも沿うものと考える。

●67 〇
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見出しは包括外部監査結果報告書（要約版）に対応しています。 20 86 57 20 20 13

※1つの項目に対し、複数の対応状況を記載している場合があるため、指摘・意見の数の合計とは一致しません。
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68

第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
3　農林水産課、農業振興課
3-8　有害鳥獣対策事業（野生鳥獣緩
衝地帯整備事業）

① 【意見】補助金利用率が低調な
事業につき周知方法を見直すととも
にその原因を追究すべきである。

令和5年11月11日の中国新聞の記事によると、福山市内で令和5年9月以降、
イノシシによるけが人が4名発生している。市内のイノシシの捕獲頭数は、
本年度、9月時点で約1,200頭と、過去10年で最多の1,736頭だった令和4年
度と同じペースである。ただ、緩衝地帯整備事業対策補助制度の利用は令
和3年度の制度創設から1件のみと低調である。
市内のイノシシの捕獲頭数は増加傾向にあり、またイノシシによるけが人
が短期間で4名も発生しているため、イノシシ対策への市民の関心は高まっ
ているはずである。市のHPで当該補助金の概要は公開されているものの、
利用率が低調ということは、市民に広く認知されていない可能性が高い。
もし広く認知されているとすれば利用できない理由がある。市のパンフ
レットでは、例として「出前講座の開催（獣害STOPセミナー）」を行うこ
とになっているが、出前講座の開催には、原則として市内に居住、通勤、
通学している10人以上の団体やグループが、開催日の14日前までに、「出
前講座受講申し込み書」を講座担当課へ直接提出する必要がある。市民が
気軽に利用できるような方式ではないものと考えられる。
補助金利用率が低調な事業につき周知方法を見直すとともにその原因を追
究すべきである。能動的に自ら市が行う事業の情報を得ようとする市民は
多くはないと思われるため、補助金利用率の低い事業については、市から
市民や自治会などに対して書面のみならずITツールも活用して積極的・定
期的に情報発信を行う必要があると考える。

● 〇

（措置予定）制度の利用が低調な原因としては、①森
林所有者が複数名いる区域が多く、その全員の同意を
得る必要があること。②緩衝地帯整備後の環境を継続
して維持する必要があること。③他の補助制度（柵や
箱わな除草等への支援）もあり、まずはこれらの事業
の活用が優先されていることなどが考えられる。
周知方法については、福山市ホームページで情報発信
しているが、この事業については、森林等の所有者の
同意と被害地域での継続した取り組みが必要なため、
引き続き現地の被害状況を確認しながら周知を進めて
いく。
また、2024年度（令和6年度）末までに、より利用が図
れるよう事業内容について検討を行うとともに、ホー
ムページ掲載内容の充実など効果的な情報発信に取り
組む。

農林水産課 2025/3/7

69

第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
3　農林水産課、農業振興課
3-9　漁場環境整備事業

① 【意見】競争入札及び見積書合
わせが行われない委託業務（一者随
意契約）について、類似業者からの
見積書の取得のほか、他部署や他市
の類似事例の定期的な状況調査の実
施などにより契約の透明性・経済性
を確保するべきである。

当該一者随意契約先の委託見積書、市の実施設計書（及び予定価格調
書）、契約書がすべて同額となっていた。市は「福山市委託契約事務の手
引」に従い、委託先に対して仕様書を公開している。市は別途実施設計書
を作成しており、例えば人件費に関しては、国土交通省より公表されてい
る単価に基づき設計しているが、どの単価を利用しているかは当然に委託
先に明示されていない。
しかし、委託見積書（詳細内訳はない）は市の実施設計書と一致してい
る。この理由としては、特殊な業務であり、業務の仕様書を作成するにあ
たって委託先と詳細に打合せをしたことで、委託先にとって設計価格の予
想がしやすかったのではないかとのことである。
原則として、随意契約であっても福山市契約規則第43条により、なるべく2
人以上の者から見積書を徴すべきである。安易に一者随意契約をすべきで
はないが、合理的な理由により一者随意契約とせざるを得ない場合も存す
ると思われる。この場合であっても、契約の透明性、公平性の向上を確保
する必要がある。
一者随意契約の業務委託に関する仕様書及び設計書の作成については、随
意契約先の見積書や打ち合わせ通りの設計価格になってしまうことが考え
られる。仕様書及び設計書は市が主体的に作成すべきである。具体的に
は、類似業者からの見積書の取得のほか、他部署や他市の類似事例の定期
的な状況調査の実施などにより適正な予定価格の設定に努めることが考え
られる。

● 〇

2024年度（令和6年度）の海底耕うん及びかき殻散布業
務委託（2024年（令和6年）10月7日契約締結）で、国
の積算基準を調査し、適正な予定価格とした。

農林水産課 2025/3/7
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70

第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
3　農林水産課、農業振興課
3-10 農林水産業の事業承継につい
て

① 【意見】農林水産業の事業承継
に関する直接的な事業実施を検討す
べきである。

令和4年3月福山市農林水産振興ビジョンによれば、福山市の農林水産業の
めざす姿は、「農林水産業の稼ぐ力を高め、美しく活力ある農山漁村地域
が継承されている」とされている。このめざす姿の実現に向け、「持続可
能な土地等の利用計画のもと」「高齢化する農林水産業者を支援しつつ」
「次代の担い手に引き継いでいくことで」「稼げる農林水産業を実現す
る」とされている。
市では、ビジョンに即して様々な取組を行っている。ただ、次代の担い手
に引き継いでいくための事業は新規参入者に関する事業が主であり、例え
ば農地の集約化に係る事業費の支援など既存の農林水産事業者から新規参
入者への事業引継ぎに関する直接的具体的な事務事業が実施されていな
い。人口減少・後継者不在により、様々な産業で事業承継が課題となって
いる。特に新規就業者数が少ない農林水産業は、市が事業承継に関して積
極的に関与する必要性が高く、他の地方自治体の事例を参考に本市の実情
に合わせ更なる企画を実施すべきであると考える。例えば、経済産業省東
北経済産業局が発行している「自治体職員向け事業承継支援ハンドブッ
ク」（第3版2023年4月）に掲げられている農林水産業関連の事例が参考に
なる。

● 〇

（措置予定）事業継承については、事業譲渡する側の
ニーズの把握と、新規就業希望者とのマッチングが継
承を円滑に進めることとなる。現在は、事業継承の申
し出や新規就業希望者の数が限定的であるため、個別
対応を行っている状況で、関係機関が連携しながら、
必要に応じ可能な支援を実施している。
ＪＡ福山市が経営継承に向け2024年（令和6年）11月か
ら、取組を始めた。市は今後、JA他、関係機関と役割
分担をしながら2026年度(令和8年度）末までに経営継
承の仕組みづくりができるよう支援を行う。

農林水産課
農業振興課

2025/3/7
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
4　企業誘致推進課
4-1　福山北産業団地第2期事業

① 【意見】工事費の増額が必要と
なった場合には、十分に議論のう
え、市民へ情報開示を行うことが重
要である。

第２期事業の造成工事に関し、令和3年6月24日の福山市議会において、福
山北産業団地第２期造成工事請負契約締結について承認された。鹿島建
設・三島産業・駅家工務店による福山北産業団地第２期造成工事共同企業
体と、43億3,400万円で契約するという内容であった。議会による承認を経
て、開発工事はスタートした。工事期間は令和5年9月29日までを予定して
いた。
あわせて、公募分譲を実施（公募期間8/2～11/31）、令和4年3月末現在で
早くも7社と11区画で立地協定を締結、令和4年度中には全区画が完売と
なった。ただし、令和5年に1社1区画が辞退し、現在再募集中である。
このような状況下において、工事期間も終盤に差し掛かった令和5年6月に
産業団地の整備費が約17億円増額となることが、福山市議会文教経済委員
会において報告され、また中国新聞で報道され、市民も知ることとなっ
た。
福山市は、工事を請け負う工事共同企業体と仮契約を結んで工事を進めて
きた。しかし、正式な契約変更が必要であり、令和5年6月29日の福山市議
会において、契約金額を43億3,400万円から60億4,450万円に契約変更する
ことが承認された。
当初の想定より大量の岩が発生したことや地下の土質などについては、実
際に工事を開始してみないと分からないといった理由で工事費が増加した
こと、またすでに工事が開始されており、さらに順調に分譲が進み、契約
通りに土地の引き渡しをする必要があることから、工事を進めざるを得な
い状況にあったことは理解できる。しかし、事業に変更前から工事費が金
額にして約17億円、約40％も増加となると、採算は当初とは大きく変わっ
てくる。また、事前の土質調査が適切であったかの検証も必要である。増
額に伴う変更契約は福山市と工事業者との交渉で決まるため、変更契約は
いわば随意契約に近い性格を持つ。
今回の費用の変更増額分はすでに令和5年度の当初予算に含められていた。
実際には令和4年12月頃には変更金額がおおよそ決定していたとのことであ
る。工事着手後に工事金額の増加が見込まれた場合には、タイムリーに議
会や市民へ情報開示を行うことが重要であると考える。

● 〇

2001年度（平成13年度）から施行されている「公共工
事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」に基
づき、公共工事（予定価格が250万円を超えないものな
どを除く。）の契約を締結したときは、遅滞なく、契
約の相手方、工事の内容、契約金額などを市政情報室
等にて公表している。
また、契約後においても、同法に基づき、契約金額の
変更を伴う契約変更した場合の内容、理由などについ
て、同様に公表し、公共工事の契約等に係る透明性を
確保している。

経済総務課 2025/3/7
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
4　企業誘致推進課
4-1　福山北産業団地第2期事業

② 【意見】増額を含む事業費の変
動リスクを管理する仕組みが必要で
ある。

福山北産業団地第2期事業の工事費のように工事着工後に工事費が増額され
るケースは他でも増えているようである。国発注の公共工事でも、着工後
に人件費単価や物価の伸びを上回って工事費が増額する事例が頻発してい
る（令和5年12月5日日本経済新聞より）。この記事の中にあるように、想
定外の地質や地盤、埋設物に遭遇するケースに備え、用地取得前に地権者
の許可を得て地質を調査したり、レーザーを使って非接触で地質を調べた
りすればリスクは減らせる。
一般的に造成地が広大になるほど、地質を検証するポイントも広範囲かつ
多数抽出する必要があると考えられる。工事着工後に大きな増額となるリ
スクを軽減するために、事前の地質調査をより強化することが望まれる。
近年活用が注目されているAI（人工知能）の活用も期待できるところであ
る。さらに見積もりの精度を高めるなど、増額を含む事業費の変動リスク
を管理する仕組みが必要である。

● 〇

福山北産業団地第2期事業における事前の土質調査につ
いては、専門事業者の設計に基づき、ボーリング調査
及び弾性波探査調査を行ったところである。
事業費の変動リスクの管理を含め、より適切な工事の
執行に向けて、2024年（令和6年）9月に一般社団法人
広島県土木協会が開催した研修会に参加し、幅広く最
新の土木技術や他の事例などの情報を収集した。

経済総務課 2025/3/7
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
4　企業誘致推進課
4-1　福山北産業団地第2期事業

③ 【指摘】土地売買契約辞退の違
約金は早期に授受すべきである。

第2期事業においては、1社より令和5年10月24日に土地売買契約締結を辞退
する申し出があった。
立地協定書第5条において、分譲希望者は産業用地分譲の申込金として、分
譲予定額の5％に相当する金額を支払うことが義務付けられている。この申
込金は、土地売買契約時に売買代金に充当される。また、第6条において分
譲希望者の責めにより土地売買契約を締結しない場合は解約事由にあたる
ものとし、この申込金は返還しないものとなっている。さらに、同第7条に
おいては、立地協定を解約した場合には、違約金として分譲予定金額の
10％相当額から申込金を控除した金額を一括して直ちに支払うものと定め
られている。なお今回の違約金は令和6年2月中の納付を予定している。直
ちに支払うという規定からすれば、土地売買契約締結辞退の申し出からあ
まり日数を空けずに納付を求めるのが望ましい。
また、土地売買契約締結を辞退する理由が、例えば財政状態や経営業績の
悪化によるものである場合には、資産保全の観点から、違約金の徴収を急
ぐべきである。
立地協定書の第7条において、違約金を直ちに支払うものと規定しているこ
とから、土地売買契約締結辞退の申し出後、違約金を早期に受けられる手
続きを別途設けておくべきである。また、支払いまでの日数については協
議の上、福山市より期限を指定し、期限日までに納付をしてもらうように
する必要がある。

● 〇

今後は土地売買契約締結辞退の申し出があった時点
で、違約金徴収期限の協議を行い、相手方への地位取
消の通知に合わせて違約金の納期限を通知し、速やか
な違約金の納付手続きを行うため、2024年7月に「福山
北産業団地第２期事業に係る立地協定の解約に伴う事
務マニュアル」を作成した。

経済総務課 2024/9/27
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
4　企業誘致推進課
4-1　福山北産業団地第2期事業

④ 【意見】分譲に際し、分譲希望
者の財務状況や分譲地利用提案書の
内容を精査するとともにその精度を
高め、またその過程を記録・保存し
ておくことが必要である。

前述の土地売買契約締結を辞退した1社は令和4年10月28日に申込金約320万
円を福山市に支払い、令和5年3月29日には立地協定を締結していたが、申
込からほぼ1年後の令和5年10月24日に土地売買契約締結を辞退する申し出
があった。辞退については、会社として苦渋の決断であったと推測される
が、これは会社の意思決定であり、福山市としては介入できる問題ではな
い。また、福山市としても土地売買契約締結辞退の抑止効果を見込んで申
込金や違約金を立地協定書に規定している。
福山市では、分譲希望者の会社概況調査や信用調査のための分譲審査を
行っているとのことである。分譲審査に際しては、過去3年間の決算報告書
を確認しているとのことである。この確認作業の結果、1社については、分
譲対象から外すほどの問題点はなかったとのことである。しかし、その確
認作業の詳細内容や判断根拠を記録したものが残されていなかった。
産業団地の開発は、分譲だけで終わるのではなく、早期に操業を開始し、
産業団地内での操業が続く限り、将来にわたって、持続的発展を遂げるこ
とができることが重要である。せっかく分譲しても、長期に利用されない
状況は避けなくてはならない。そのため分譲審査に際しては、財務状況の
裏付けとなる決算報告書だけでなく、分譲地利用提案書の内容精査も重要
である。また内容精査にあたっては、恣意性・主観性を排除し、担当者に
よって判断が異なることがないよう、あらかじめチェックリストや審査表
を作成しておき、これらに沿って審査を行うことが有効である。また、審
査の詳細内容や判断根拠の記録を一定期間保存しておくことが必要であ
る。

● 〇

福山北産業団地第2期事業の分譲に当たっては、公募と
しており、分譲予定者を選考するため、審査会を設置
し、⑴分譲資格審査及び⑵提案内容審査を実施した。
審査に当たっては、⑴については、暴力団等の排除、
事業実施に資する資力の有無、土地利用の法令順守の
点について、評点表を用い審査している。⑵について
は、利用提案審査基準に基づき点数評価を行ってい
る。
資力の有無については、成長性、収益性、償還能力、
安全性の観点から、それぞれの項目に関する指標に基
づき審査するとともに、独立行政法人中小企業基盤整
備機構の経営自己診断システムの結果を参考とし、評
点化しており、審査基準、評点シート及び審査表は存
在している。
本件については、公募後募集のなかった区画を随時募
集したものであり、競合する者がいなかったことか
ら、審査に当たっては、当該審査基準並びに評点シー
トを用い評点化は行ったが、その可否のみ審査表とし
て残し、評点化した結果を残していなかった。
2024年7月に、審査結果に至る評点シートを起案に添付
し、土地売買契約書第14条に定める指定期間を経過す
るまで保存するよう事務手順を定めた。

経済総務課 2024/9/27
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
4　企業誘致推進課
4-1　福山北産業団地第2期事業

⑤ 【意見】産業団地進出企業の倒
産や指定期間満了後の未利用や売却
に対する対応策を検討しておくこと
が必要である。

第2期事業については土地の引き渡しはこれからであるが、第1期事業にお
いては長期間にわたって未利用だった区画が存在した。この点、「福山北
産業団地第2期事業土地売買契約書」の契約条項により、分譲地を取得した
企業は、原則取得から2年以内に事業所の建築をし、操業を開始し、取得か
ら5年間は指定用途に従って操業を行うこととなる。
企業立地奨励金についても早期の操業を促すこととなる。土地取得価格の
15％の助成を受けられる制度は、操業日以降に交付を受けられることか
ら、土地売買契約により、取得から原則5年間は指定用途に従って操業を行
うことが分譲地を取得した企業にとって制限となっている。
しかし、指定期間満了後における長期間の未利用や売却に対しては契約上
の制限はない。従って対応策をあらかじめ検討しておくことが必要であ
る。産業団地の開発は、将来にわたって、持続的発展を遂げることが重要
であり長期に利用されない状況は避けなくてはならない。また、土地取得
助成金を受けた企業が雇用の拡大や十分な納税を履行する前に短期間で売
却をしてしまうと、企業に対して行った助成の効果が福山市に還元され
ず、助成を受けた企業だけが利益を得る結果になってしまう。
同様に産業団地進出企業が倒産した場合の対応策を検討しておくことが必
要である。一般的に、企業が破綻すると操業が中断され、またその中断期
間も長期化する。行政が直接介入する余地はないが、例えば、債務整理の
一環で不動産の売却を検討している場合には、産業団地の取得を希望して
いる企業の情報を提供する、またハローワークと連携して解雇された従業
員を市内の企業に紹介するといったかたちでの協力はできるものと考え
る。そのような状況になった場合、それまでの経過を踏まえながら総務課
や福山市の顧問弁護士と協議し対応策を検討することになるとのことだ
が、このような事態も想定して、事前に対策を検討しておくことが必要で
ある。

● 〇

指定期間満了後に土地及び事業所が売却されても、新
たな取得企業が事業を実施し、雇用や納税が期待でき
るものと考える。
一方、企業の慎重な検討にも関わらず、経済情勢の変
動により、進出企業が倒産することもあり得るため、
その場合は当該企業の清算事務を行った弁護士事務所
と協力し、新たな企業へ土地及び建物を売却するため
引き合いのある企業を紹介するなどの対策を講じてい
く。2012年度（平成24年度）から市へ引き合いの相談
があった場合は情報をデータベース化しており、これ
を活用することで当該取組に努める。また、2017年度
（平成29年度）に産業振興課がハローワークと福山市
雇用対策協定を締結し、年3回WGを開催する等既に連携
しており、解雇された従業員の対応についても対応で
きる体制となっている。

経済総務課 2024/9/27
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第4章　監査の指摘及び意見（経済部
各論）
4　企業誘致推進課
4-1　福山北産業団地第2期事業

⑥ 【意見】企業の本社移転・事業
所増設などの情報を収集し、分析が
必要である。

「福山みらい創造ビジョン」において、福山北産業団地第２期事業に対す
る取組はあるが、その先の計画については触れられていない。しかし、第2
期事業分譲地も辞退により再募集中の1区画を除き、早期に完売したこと
や、現時点で福山市内の他の産業団地に空きはなく、福山市近隣の産業団
地もほとんどが分譲済みであることを考えると、福山市内に新たに産業団
地を求める潜在需要は十分にあるものと考えられる。実際に令和5年12月に
開催された福山市と市議会、経済界の幹部が集う経済行政懇談会では、福
山北産業団地第2期用地に続く産業用地を求める意見が出た。
また全世界的な新型コロナウイルス感染症の蔓延により、海外工場の操業
停止や国際物流の混乱が発生した。さらに国際的な紛争も続いている。こ
のような状況でサプライチェーンを見直し、日本国内での生産体制を再構
築する企業が増えている。さらに半導体の受託生産で世界最大手の台湾の
TSMCが熊本県菊陽町に新たな工場を建設しているが、工場周辺の宅地の整
備が進み、すでに地価が上昇していることが話題になっている。
今回第2期事業の企業誘致活動においては、市内の経済団体及び主要企業を
訪問し、産業団地のＰＲ及び進出の可能性のある企業情報の聞き取りを行
い、情報収集に努めた。広島県県内投資促進課、同東京事務所、同大阪情
報センター等とも連携したり、広島県県内投資促進課へ企業誘致推進課か
ら職員1名を派遣したりするなど積極的な活動が功を奏したと言える。
今後も福山市内及び広島県内のみならず、市外・県外からの企業誘致がで
きるよう、継続的に企業の本社移転・事業所増設などの進出ニーズを把握
することが重要である。そのためには企業誘致推進課において、広く情報
を集積・分析してデータベース化し、次の産業団地開発のためのデータと
して活用することが望まれる。産業団地の開発は投資額がとても大きいう
えに、その後の分譲は国内外の景気動向にも大きく影響を受けるため、産
業団地開発の意思決定はとても難しいと思われる。しかし福山市は「企業
立地の促進」を産業振興の根幹として位置づけ、企業立地の促進に大きく
力を入れて取り組んできた。企業立地の促進を引き続き進めるためには、
産業団地の開発は今後も重要な課題となる。そのためにも、まずはしっか
り情報を入手し、企業の進出ニーズを見定めて、慎重に検討していくこと
が必要である。

● 〇

2023年度（令和5年度）に全国の企業を対象とした企業
ニーズ調査を実施し、本市への進出に興味がある企業
については、さらに具体的な情報の聞き取りを行うな
ど、既に県の県内投資促進課と共同で情報収集・分析
を行い進出企業のニーズを把握に努めている。
また、2023年度（令和5年度）の企業ニーズ調査のフォ
ロー調査を2024年（令和6年）8月からスタートしてい
る。

経済総務課 2024/9/27
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
2　環境総務課
2-1　環境基本計画の策定

① 【意見】温室効果ガス削減目標
値の設定・進捗評価にあたり、排出
量の多い特定企業との個別の協議を
継続的に行う必要がある。

国の目標値を基に温室効果ガス削減目標値を設定したが、目標設定・公表
に当たり、排出量の多い特定企業との個別の協議が十分になされていな
い。福山市環境審議会からは鉄鋼業界はじめ大企業の取組みに関する意見
交換が必要との声が多く上がっていた。排出量が異なる各業界の代表者で
構成される福山市地球温暖化対策協議会では、市全体の目標に関する活発
な議論は見られなかった。市の削減目標量の約9割が産業部門（製造業）で
あるため、計画の実現可能性、課題や取組み状況について、排出量の多い
特定企業との個別の継続的な協議が必要である。

● 〇

（措置予定）温室効果ガスの削減目標の達成に向け、
2024年度（令和6年度）中に「地球温暖化対策協議会」
を開催し、その中で、排出量の多い特定排出事業者と
活発な議論を進め、効果的な削減の取組や進捗状況を
共有し、それらを踏まえた新たな施策、事業の展開に
つなげる。

環境総務課 2025/3/7

41／50
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
2　環境総務課
2-1　環境基本計画の策定

② 【指摘】温室効果ガス排出量の
集計にあたり、排出事業者の報告漏
れがないよう、温対法の規定を理解
し、集計結果の確認を十分に行う必
要がある。

特定企業の温室効果ガス排出量について、特定の3年間の排出量がゼロで集
計された結果、排出量が過少のまま環境白書で公表されていた。例年5万t
強のCO2が発生する事業において、特段の事情もなく排出量ゼロの年が散発
することは考えられないため、排出事業者の誤認による報告漏れを疑い、
適切に修正すべきであった。「温対法」の規定を十分に理解し、組織的な
チェック体制を構築して、正確な数値の算定に努める必要がある。 ● 〇

温室効果ガス排出量の算定に当たっては、着手前に
「温対法」や当該業務の内容を理解し、取り組むべき
内容やスケジュールなどを組織で共有した。また、
2024年度（令和6年度）の策定においては、体制を強化
し、過去のデータと比較しながら、記入漏れや違算が
ないよう複数人でチェックなどを行った。

環境総務課 2025/3/7
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
2　環境総務課
2-1　環境基本計画の策定

③ 【意見】一般廃棄物の削減目標
値の設定にあたり、各種仮定の妥当
性に留意し、設定結果が達成可能な
ものか最終的に吟味し、市民・事業
者にとって受け入れやすいメッセー
ジになるよう工夫する必要がある。

令和7年度の一般廃棄物の削減目標値において、20個弱もの多くの仮定を置
いて算出しているが、その中に、国の食品ロス削減目標である「2030年度
目標：家庭系食品ロス量は、2000年度の半減」を利用し、令和7年度におけ
る食品ロス削減目標を「令和7年度の推計値（現状趨勢）から20％削減」と
する、過大な目標ともとれる項目が見られた。個々の仮定を積み上げた結
果が妥当なものか、総括的な検討を行う必要がある。また市は国の統計手
法に合わせて、家庭系ごみと事業系ごみを合計して1人1日当たりの排出量
目標値（842g/人日）としているが、近隣他市は家庭系ごみと事業系ごみを
分けて1人1日当たりの排出量目標値（例：家庭系450g/人日・事業系304g/
人日）を設定したり、事業系ごみは1人1日当たりではなく総量の目標値
（例：事業系6.6万t）としたりしている。事業系ごみの減量に向けては、
飲食店で食べ残しをしないといった一般家庭で取り組むことができる事項
もあるものの、事業者の取組みによるところが大きいため、市民や事業者
にとって分かりやすく納得感のある効果的なメッセージになるよう、他市
事例も参考にしながら提示方法を工夫することが求められる。

● 〇

これまで計画策定に当たっては、事前に市民や事業者
等に対しアンケート調査を行うとともに、計画素案等
については、市民の代表である市議会議員や各種関係
団体等で構成する協議会などにおいて議論し、またパ
ブリックコメントなどにより意見を聴き、計画に反映
してきたところである。
次回改定時（2028年度）や他の計画を改定する場合
は、目標設定などに当たっては、さらに妥当性のある
もので、また市民や事業者が理解や納得ができるもの
となるよう、他都市の好事例も参考にするなど、検討
していく。

環境総務課 2025/3/7

80

第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
2　環境総務課
2-1　環境基本計画の策定

④ 【意見】環境部の計画策定業務
委託先が偏らないよう、選定プロセ
スを継続的に見直す必要がある。

環境部が作成する計画のほとんどが同一のコンサルタント業者に委託され
ている。一般廃棄物処理基本計画は、少なくとも20年弱に渡り同一のコン
サルタント業者が策定している。蓄積したノウハウを活用し効果的・効率
的な提案を受けられる一方、新しいアプローチや多様な考え方による知見
が深まらず、ベストプラクティスを取り入れる機会を逃す可能性がある。
選定プロセス・選定結果とも公平性・公正性がうかがわれる外観を有する
よう、業者選定プロセスを継続的に見直す必要がある。

● 〇

2024年（令和6年）3月に改定した第二次福山市環境基
本計画（第2期計画）においては、地方自治法や契約規
則等に基づき、公平性や公正性が確保できるよう業者
を選定した。

環境総務課 2025/3/7

42／50
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
2　環境総務課
2-1　環境基本計画の策定

⑤ 【意見】一般廃棄物処理計画、
施設計画の策定に用いる将来人口
は、市の上位計画との整合性だけで
なく、人口推計の背景や不確実性を
踏まえ、現実的で妥当な最善の見積
りとする必要がある。

一般廃棄物処理基本計画や次期ごみ処理施設の計画において、人口減抑制
に係る施策効果を見込んだ“ビジョンとしての目標値”である 「第五次福
山市総合計画」の人口推計を用いている。市の計画との整合性を図ること
も大事だが、各種仮定の背景や不確実性を踏まえ、人口推計や各種施策の
効果を複数パターン想定するなどして、最善の見積りを行うことが必要で
ある。

● 〇

（措置予定）計画策定の人口推計等については、市の
上位計画との整合を図る中で、当該計画に必要な将来
人口等を的確に推計する。2025年度（令和7年度）末を
目途に行う。

環境総務課 2025/3/7
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
2　環境総務課
2-2　塵芥処理費

① 【意見】ごみ有料化・手数料条
例改定に係る検討・判断過程は適切
に保管して引継ぎ、社会情勢に適し
た廃棄物処理手数料の在り方を検討
していく必要がある。

ごみ収集や処理に係る部門別原価計算は毎年実施しているが、手数料改定
の検討は毎年実施されていない。平成26年度の消費税増税に伴う値上げ以
降も社会情勢は変化しているが、手数料の改定は見られない。手数料改定
についての適切な検討は、将来にわたる廃棄物処理責任を果たす上で重要
な要素であると言える。市民・事業者負担の在り方について検討した経緯
と判断過程を適切に保管して引き継ぎ、将来にわたり責任が果たせるもの
としていく必要がある。

● 〇

2025年度（令和7年度）予算編成時において、社会経済
情勢の変化や負担の公平性、受益者負担の観点等を踏
まえ、市民・事業者が負担する手数料について検討
し、その内容について保管・引継ぎを行った。

環境総務課 2025/3/7
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
2　環境総務課
2-2　塵芥処理費

② 【意見】ごみ処理に係る原価計
算が正しく実施されるよう、計算
シートの構成を見直し、計算結果を
時系列で比較するなどして、正確な
原価計算を行う体制を構築する必要
がある。

ごみ収集・ごみ処理に関する部門別原価計算シートに、いくつか計算誤り
があった。原価計算が正しく実施されない場合、廃棄物処理に係る毎年の
コスト把握ができず、健全な財政運営のもとで廃棄物処理が実施されてい
るかの判断が困難となるため、引き続き毎年正確な原価計算を行い、運用
していく必要がある。

● 〇

廃棄物処理に係る原価計算を正しく実施するため、金
額や数量に対する根拠を明記し、その内容を確認した
上で入力することとし、2024年（令和6年）6月、シー
トについても課全体で把握できる内容へと見直しを
行った。

廃棄物対策課 2024/9/27
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
2　環境総務課
2-2　塵芥処理費

③ 【意見】非効率な処理委託の見
直しに係る議論や検討経緯を文書化
して引継ぎ、適時適切な対応がなさ
れる必要がある。

市への合併時点で一定の役割を終えていた処理施設の収束を先延ばしし、
長期に渡り割高な委託を続けている。市として適切な処理体制を描き、合
併町、委託先、住民の意向を長い時間をかけて調整し、議論と検討経緯を
残して引き継いでいく体制の整備が必要である。

● 〇

廃棄物処理委託料については、2024年度（令和6年度）
からの焼却施設の集約化と併せ、運搬距離の延長など
を総合的に考慮する中で、実態に応じた積算を行っ
た。
また、廃棄物処理体制を検討するに当たっては、環境
部内で議論した経緯や内容を残して引き継ぐこととし
た。

環境総務課 2025/3/7

43／50
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
2　環境総務課
2-2　塵芥処理費

④ 【意見】資源ごみの委託費に係
る計算方法・調整方法を見直し、よ
り実態に即した原価管理を行う必要
がある。

資源ごみの資源化委託費は、経費から資源売却収入を控除して計算・会計
処理しているが、原価管理上及び行政コスト計算上の観点から見直す余地
がある。また委託先のインセンティブとして、資源売却収入の実績と予算
との差額を市と折半しているが、委託先の選別努力によらない価格変動部
分を利益として付与したり費用転嫁したりすることになり、公平性・公正
性の観点から問題がある。インセンティブは数量ベースで貢献度を測り、
単価変動を混入させない計算方法とする必要がある。

● 〇

中間処理施設（福山リサイクルセンター、神辺クリー
ンセンター）の原価管理の在り方については、以前か
ら受託者とも協議しているが、具体的な見直しにまで
至っていない。
特に、資源価格が高騰状態にある現状での見直しは、
受託者にとっても損失感を与え、受け入れ難いものと
なっている。
当該施設は、民間事業者でありながらも一般廃棄物の
処理（市の事業）のみで運営されており、既存業務の
変更がない中での原価の見直し及び契約の更新は、受
託業者等とも入念な調整が必要であり相当の時間を要
するものと考えている。
本市が有する一般廃棄物の統括処理責任を果たす上で
は、当該施設の安定的な稼働は必要不可欠であり、本
件については、引き続き関係者と十分に協議をしなが
ら進めていく。
なお、事業者のインセンティブに係る考え方について
は、今後の廃棄物の排出量の動向も注視する必要があ
り、事業者の選別意欲の向上に繋がる手法を検討した
いと考えているが、原材料及び資源価格が高騰してい
る現状において、整理には期間を要する。

環境総務課
廃棄物対策課

2025/3/7
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
2　環境総務課
2-3　次期ごみ処理施設建設

①　【意見】次期ごみ処理施設を1施
設体制にするか複数施設体制にする
かの検討について、より丁寧に市民
に説明することが望ましい。

「福山市次期ごみ処理施設整備基本構想」によると、「一般廃棄物広域処
理福山・府中ブロック協議会」により広域化が有利とされたと結論づけら
れているが、同協議会の報告書には、コスト比較だけでなく、複数施設を
整備するメリットを示した上で、関係市町のさまざまな事情を総合に理解
しながら、十分に議論を深める必要がある旨が記載されている。住民生活
にとって影響が大きく、巨額の財政負担がある施設整備については、数値
に表せない様々なメリット・デメリットを評価し、他の自治体事例も参考
にしながら、議論や判断の過程を適切に残しつつ、市民に対してより丁寧
に説明することが望ましい。

● 〇

ふくやま環境美化センターについては、国が推奨する
広域処理や集約化を踏まえ、有識者の意見も聴く中で
基本構想や基本計画を策定したものである。また、契
約方法としては、より効率的で民間事業者の持つノウ
ハウを最大限発揮することができるＤＢＯ方式を採用
したことにより、結果的に多額の経費の削減にもつな
がり市民負担を軽減している。
また、本事業の実施に当たっては、市議会への報告に
加え、地域住民への説明会の開催や広域処理に係る会
議の公開など、幅広く市民への説明を行ってきた。
今後の施設整備においても、引き続き、他都市の事例
や市民・事業者からの意見も踏まえ、施設の最適化と
なるよう検討を行い、市民の理解を得られるように努
める。

環境総務課 2025/3/7
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
2　環境総務課
2-3　次期ごみ処理施設建設

② 【意見】他自治体調査の集計結
果について十分に検証する必要があ
る。

次期ごみ処理施設の炉数検討過程において、他の自治体の事例調査にあた
り、国の通知の目安に準じて調査したものの、年間処理量が市と比べて少
ない自治体や、市が計画した施設規模よりも小さい施設が多く含まれてい
た。また大規模炉の施設と中規模炉の施設を合わせて保有する自治体を1施
設体制と誤集計していた。他自治体の事例調査を行う場合、調査対象が市
の人口や処理量、計画中の施設規模と可能な限り近しいものとなるよう、
委託先の集計結果について十分に検証する必要がある。 ● 〇

焼却施設の炉数については、２炉構成に比べ３炉構成
の方が建設コストが割高となるが、故障時や大規模改
修時におけるごみ処理への影響など、運用面でのメ
リットも含め総合的に判断した結果、３炉構成を採用
したものである。
本件は、３００ｔ／日以上の規模の焼却施設を有する
自治体の施設数や施設の炉数の調査の中で、集計に誤
りがあったことが判明したものの、３炉構成を採用し
たことに影響はないものであった。
引き続き、データを集計する際は、誤りがないように
十分に確認を行い、市民に正確な情報を伝えるよう努
める。

環境総務課 2025/3/7
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
2　環境総務課
2-3　次期ごみ処理施設建設

③ 【意見】次期ごみ処理施設の施
設費と20年分の運営費の予定価格の
算出方法について、より実態に合う
算出方法を検討する余地があった。

次期ごみ処理施設の施設費と運営費の予定価格について、施設規模や契約
年度が異なり、金額差の大きい他市事例のプラント工事費の平均値を採用
したり、平均値ではなく最も高額な1施設の建築工事費の単価を採用した
り、20年に渡る運営費の維持補修費、用益費、SPC費用等について委託先の
見積提案値を参考に積算したりする事例が見られた。金額のバラツキが大
きい場合の平均値の採用には留意が必要である。施設ごとに条件が異なる
中でも、長期的な財政負担を踏まえ、より実態に合う算出手法を検討され
たい。

● 〇

施設整備費の予定価格は、新施設の立地条件を踏まえ
た上で「廃棄物処理施設建設工事等の入札・契約の手
引き（平成18年環境省）」【参考資料1】に基づき、焼
却施設メーカーの見積もりに加え、他自治体の焼却施
設の工事費や運営費の実績を踏まえ、可能な限り実態
に即したものとなるように設定した。
今後の施設整備においても、引き続き、合理的で実態
に即した予定価格の算出に努める。

環境総務課 2025/3/7
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
2　環境総務課
2-3　次期ごみ処理施設建設

④ 【意見】プロポーザル方式によ
るコンサルタント業者の選定におい
て、評価委員会に外部委員を入れた
り議事録や審議過程を残すことで、
適切な評価選定を行うよう努められ
たい。

次期ごみ処理施設に関する一連の計画策定業務を他の計画策定業務と同一
のコンサルタント業者が受注している。「福山市プロポーザル方式の実施
に関する手引き」の例示とは異なる評価項目を加えており、当時の手引き
では規定されていないものの、評価委員会に外部委員を取り入れていない
ことや、議事録や審議過程が残されていないものがあることから、公正
性・透明性・客観性・競争性の観点から疑念が生じかねない。今後は、現
行の「福山市プロポーザル方式の実施に関する手引き」に記載されている
趣旨、注意点を踏まえ、適切な評価選定を行うよう努められたい。

● 〇

プロポーザル方式による業務委託を行う場合は、適切
な意思決定ができるよう、2025年度（令和7年度）から
は、「福山市プロポーザル方式の実施に関する手引
き」に基づき、適切な評価選定を行っていく。

環境総務課 2025/3/7
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
2　環境総務課
2-3　次期ごみ処理施設建設

⑤ 【意見】次期ごみ処理施設の焼
却残渣の処分について、資源化する
のではなく、既存埋立地の残余容量
の活用を検討する余地があったので
はないか。

次期ごみ処理施設の焼却残渣の処分は20年に渡り全量資源化することとさ
れたが、既存埋立地の残余容量の活用や地域住民との協議を検討する余地
があったと考えられる。過去の地元との協議内容も踏まえ、メリット・デ
メリットの総合的な判断過程を文書に残しながら、長期的な財政負担を踏
まえ、既存埋立地の活用について地域住民と協議することができたのでは
ないか。 ● 〇

最終処分場については、限りある財産であり将来にわ
たり残していくべき貴重な財産である。新市埋立地に
ついては、次期ごみ処理施設の供用開始に伴って焼却
施設が休止した場合、埋立ても終了するものとして、
地元と協議してきた経過がある。なお、箕沖埋立地の
残余容量は年々減少していることから、次期ごみ処理
施設の整備に当たり、焼却灰等を全量再資源化するこ
ととしたものである。引き続き、「3Rの推進」の啓発
強化によるごみ量の削減などによる最終処分場延命に
取り組むこととしている。

環境総務課 2025/3/7
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
2　環境総務課
2-3　次期ごみ処理施設建設

⑥ 【意見】次期ごみ処理施設の焼
却残渣の資源化について、複数社と
処理量を分担する形で、資源化費用
の抑制、安全面のリスク分担、複数
の資源化製品によるリサイクルを図
ることを検討する余地があったので
はないか。

次期ごみ処理施設の焼却残渣の資源化方法は、運営委託先の技術提案を基
に、複数ある資源化方法のうち最も高額な方法を有する業者と契約され
た。資源化業務の委託を1社と20年間継続するのではなく、他の資源化方法
を有する複数社と処理量を分担する形で、資源化費用の抑制、安全面のリ
スク分担、複数の資源化製品によるリサイクルを図ることも検討する余地
があったと考えられる。

● 〇

ふくやま環境美化センターの契約方法については、よ
り効率的で民間事業者の持つノウハウを最大限発揮す
ることができるＤＢＯ方式を採用している。資源化方
法については、基本構想や基本計画の中で検討してい
るが、要求水準の中では処理方式を指定せず、あくま
でも業者の判断に委ね提案があったものである。業者
選定では、技術面と価格面の両方を評価しており、価
格面ではライフサイクルコストの低減も踏まえた評価
をしたものである。結果的に多額の経費の削減にもつ
ながり市民負担を軽減している。
資源化に関するリスクについては、「自らの施設で資
源化すること」を要求水準に掲げ、業者からは残渣の
資源化や運搬の代替企業を確保する内容の提案があっ
た。また、運営業務委託契約書の中で、「自らの費用
と責任において処理残渣の引取先を確保する」旨の内
容を規定しており、安全面や安定面を担保している。
供用開始後の運営においても、業者との綿密な連携や
モニタリングを確実に行う中で、安心・安全かつ安定
的に施設運営ができよう取り組んでいく。

環境総務課 2025/3/7
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
3　環境保全課
3-1　大気等の監視測定

① 【意見】光化学オキシダント注
意報・情報の発令時に、県の措置状
況を把握して情報を蓄積し、有事に
備える必要がある。

オキシダント発令時は県が緊急時の措置を担い、市は市民への周知の役割
を担うとの理解のもと、県による排出業者への要請状況、対応結果、その
後の経緯などを把握していない。県の措置要領によると、有事の際は市も
排出業者等の調査に協力する必要があるため、オキシダント情報・注意報
に関して、必要な情報を県と連携して共有し、今後の有事に備える必要が
ある。 ● 〇

広島県による排出業者等への協力依頼の状況やその措
置状況について、引き続き、広島県大気汚染緊急時措
置要領に基づき、広島県と情報共有を行い、対応につ
いての経過把握を行う。2024年度（令和6年度）最初の
オキシダント情報発令（6月12日福山地区）から広島県
の措置状況を共有している。

環境保全課 2024/9/27
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
3　環境保全課
3-1　大気等の監視測定

② 【意見】有害大気汚染物質の計
測地点の考え方について、市民が適
切に理解し、安心できるよう、丁寧
に説明する必要がある。

有害大気汚染物質は、1地点で21物質すべてを計測し、事業者から排出報告
があった物質をその周辺地点で追加測定しているが、環境白書において「4
地点で21物質を測定している」旨の説明のみとなっている。市民に対して
測定地点の考え方を丁寧に説明することで、有害大気汚染物質の状況が理
解され、安心につながるため、環境白書への記載方法を再度検討する必要
がある。 ● 〇

有害大気汚染物質について、市民が適切に理解でき、
安心・安全につながるよう、2024年度（令和6年度）版
福山市環境白書（2024年（令和6年）11月公開）から、
記載内容を分かりやすいものに変更した。

環境保全課 2025/3/7
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
3　環境保全課
3-1　大気等の監視測定

③ 【意見】有害大気汚染物質につ
いて、効率面を重視し最低限の項目
のみ測定するのではなく、市民の安
心安全を図る総合的な観点から測定
方針を検討すべきである。

有害大気汚染物質の測定地点と測定物質を最低限に限定し、排出量の報告
があっても測定地点を追加せず経過観察するなど、効率面を重視した測定
を行っている。同様に工業地帯を有する近隣他市は、事業者の排出量報告
データに依拠せず、測定地点と測定物質を拡大した一定のパターンで測定
している。市の産業や地理的特性を踏まえ、市民の安心安全を図る総合的
な観点から測定方針を再度検討する必要がある。 ● 〇

（措置予定）有害大気汚染物質の測定場所等について
は、事業者から排出報告があっても、測定に必要な電
源や測定場所の確保等、即座に対応できない場合があ
るが、今後は一定のパターンで測定を続けるのではな
く、必要に応じて測定場所や測定項目について見直し
ができるよう、2025年度（令和7年度）の委託契約まで
に検討し、2025年度（令和7年度）から実施する予定と
している。

環境保全課 2025/3/7
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
3　環境保全課
3-1　大気等の監視測定

④ 【意見】機器の不具合による欠
測の事実と判断結果について、丁寧
に説明するとともに、長期の欠測期
間は環境基準に関わらず代替機設置
を検討する必要がある。

機器の不具合により約1か月測定できなかった地点について、環境基準を満
たすため、欠測期間中に代替機の設置をせず、環境白書において他の地点
と同様の記載をしている。想定外の事象が起きた場合、事実と判断経緯を
丁寧に説明することで、市民の安心感を高め、市の環境対策への理解が進
むため、基準の適合状況に加え、情報の有用性を高める観点から補足情報
を追加することも検討されたい。また環境基準の適否のみでなく、欠測期
間に対する不安感を緩和するためにも、代替機設置等の追加費用を踏まえ
た対応を検討する必要がある。

● 〇

（措置予定）環境基準の適合についての判断経緯が分
かるよう、有効測定日数の説明など丁寧な説明を、
2024年度（令和6年度）版環境白書から行う。
代替機の設置は、現在も長期の修繕が必要な際は行っ
ている。今後は、代替機器の準備、搬入、調整等の時
間と修繕期間を比較等して、どれくらいの期間の場合
において代替機を設置すべきか、2025年度（令和7年
度）の委託契約までに検討し、2025年度（令和7年度）
から実施する予定としている。

環境保全課 2025/3/7

96

第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
3　環境保全課
3-1　大気等の監視測定

⑤ 【意見】大気環境常時監視シス
テムサービスについて、相互に関連
する業務を一括して業者決定する方
法を検討する必要がある。

大気環境常時監視システムサービスについて、システム開発業者と同一の
業者が、一年契約の保守管理業務を5年間とも一社のみの応札により受託し
ている。システム開発・5年間のシステム使用料・5年間の保守管理業務を
一括して業者決定することで、効果的・効率的な委託が実現できないか、
検討する必要がある。

● 〇

（措置予定）現システムの使用期間が終了し、次期シ
ステムを構築する際に、システム使用料・保守点検業
務を一括して委託が可能か、業者や他自治体から聞き
取りを行っており、現在の委託内容と比較し、より効
率的・効果的な委託となるよう検討しており、現シス
テムの使用期間終了後となる2028年度（令和10年度）
から実施する予定としている。

環境保全課 2025/3/7
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※1つの項目に対し、複数の対応状況を記載している場合があるため、指摘・意見の数の合計とは一致しません。
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
4　廃棄物対策課
4-1　塵芥収集処理

① 【意見】ごみ収集委託費の計算
に用いる人件費単価の在り方につい
て、継続的に見直す必要がある。

ごみ収集委託費の人件費単価は、市職員の給与水準を用いているが、想定
する人材像や業務内容が異なる中で、同水準の単価を使用することに合理
性を見出しにくい。また個人の属性モデルを特定した手当が加算されてお
り、同一労働・同一賃金の風潮に合わない面がある。直営職員の体制や水
準が見直されても、委託先の単価前提が見直されない点にも問題があるの
で、時代や環境の変化に合わせた計算前提の見直しを定期的に行う必要が
ある。

● 〇

一般廃棄物処理の統括責任は、「廃棄物の処理及び清
掃に関する法律」において、市町村とされている。そ
の業務を民間等に委託する場合は、業務を遂行するに
足りる施設、人員及び財政的基礎を有し、かつ、相当
の経験を有する者とされており、委託料は、その受託
業務を遂行するに足りる額とされている。
本市としては、廃棄物処理法や環境省通知（平成20年6
月19日付）において、改めて周知された、「収集運搬
業務を委託する場合においては、委託料が受託業務を
遂行するに足りる額であること」の内容に基づき、生
活環境保全の重要性及び一般廃棄物処理の公共性に鑑
み、経済性の確保等よりも業務の確実な履行を重視し
た委託料の設定としている。
具体的には、人件費単価の基礎に市職員の給与水準を
用いることで、受託者の安定経営の確立や、一般廃棄
物処理業務における同一価値労働同一賃金を担保して
おり、今後も本市の統括的処理責任に基づく、安定的
かつ適正な廃棄物処理を継続できるものと考えてい
る。
こういった状況において、本市の収集運搬に係る１ト
ン当たりの委託料は、中核市における平均よりも下
回っている状況にある。
なお、2025年度（令和7年度）の予算要求においては、
市職員個人の属性モデルを対象とした手当の積算か
ら、職員手当の平均を積算根拠とするよう見直しを
行った。

廃棄物対策課 2025/3/7
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
4　廃棄物対策課
4-1　塵芥収集処理

② 【意見】ごみ収集委託費の計算
に用いる車両使用年数について、継
続的に見直す必要がある。

ごみ収集委託費の車両維持単価は、法定耐用年数の4年を使用しているが、
実際の使用年数、他市が用いている年数、環境省による実態調査の半分以
下となっている。実態に合わせた算定方法になるよう、継続的に見直す必
要がある。

● 〇

（措置予定）直営車両の実質使用年数は6年程度であ
り、委託車両についても実態に合わせた使用年数とす
るため、6年へと見直しを行い、準備が整い、2025年度
（令和7年度）の委託費の計算へ反映させる予定であ
る。

廃棄物対策課 2025/3/7

99

第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
4　廃棄物対策課
4-2　し尿収集処理費

① 【指摘】し尿収集業者に対する
補助金や減車措置費の在り方を見直
し、し尿収集の安定的な継続と市民
負担の適正化の両立を図る必要があ
る。

し尿収集業者の必要経費が、一般家庭から徴収する手数料では賄えないた
め、各種補助金や措置費が設けられている。し尿収集業者に対し、長期的
な合理化事業計画がないままではなく、し尿収集業者への補償が合特法の
趣旨に合致するよう、今後、合理化事業計画策定の検討が求められる。

● 〇

2024年（令和6年）3月に新たに条例を制定し、福山市
一般廃棄物処理業等合理化事業計画審議会を設置し
た。今後、安定かつ継続的なし尿処理体制の確立に向
け、審議することとしている。現時点で、整理には期
間を要する。

廃棄物対策課 2025/3/7
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見出しは包括外部監査結果報告書（要約版）に対応しています。 20 86 57 20 20 13

※1つの項目に対し、複数の対応状況を記載している場合があるため、指摘・意見の数の合計とは一致しません。
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100

第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
5　環境施設課
5-1　塵芥処理費

① 【意見】実質的に長期に渡る随
意契約において、委託費の計算前提
と実際の業務が乖離する場合、委託
先と協議した結果を残し、その後の
委託先の管理監督や委託費の計算に
活用する必要がある。

ごみ固形燃料工場において、4系列のうち1系列の故障により半年に渡る運
転休止があった。また操業当初から土曜日は運休しており、運転監視員は
土曜日に機械のメンテナンスを行うが、運転監視員の業務費は土曜を含む
日数で計算されている。単年度契約ではあるものの、実質的には長期に
渡っている随意契約において、委託費の計算前提と実際の業務内容との乖
離が生じた場合、委託費の変更要否に関わらず委託先と協議し、協議結果
を文書に残すことで、その後の委託先の管理監督や委託費の計算に活用す
ることが必要と考える。

● 〇

　2024年度（令和6年度）から委託費の計算前提と実際
の業務内容との乖離が生じた場合、実際の業務内容に
沿った予算見積を行い、変更契約の協議を行うことと
している。また、変更要否に関わらず、協議結果を文
書で残している。

環境施設課 2025/3/7
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
5　環境施設課
5-1　塵芥処理費

② 【意見】重要な委託先のコンプ
ライアンス事件に関して、対応状況
を確認する必要がある。

処理施設のプラント工事の多くを委託している事業者において、公契約関
係競争入札妨害及び官製談合防止法違反により令和4年と令和5年に元社員
と現社員の有罪判決が確定している。随意契約を続けていく上で、会社と
しての原因究明の結果や再発防止策の進捗状況等について確認を行う必要
がある。 ● 〇

処理施設における業務委託等の受託者のコンプライア
ンス状況については、違反の確認後に、積極的な聞き
取りや、建設政策課契約担当からの情報・受託者の
ホームページなどでの情報の収集ができる体制とし、
随時確認を行える状態にある。

環境施設課 2025/3/7
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
5　環境施設課
5-1　塵芥処理費

③ 【意見】沼隈清掃工場の解体工
事を20年に渡り先送りした結果、環
境面、財政面で多大な影響を及ぼし
ている。

沼隈清掃工場の解体が終了していないため、稼働休止後も20年に渡り賃借
料を支払い続けている。また平成16年度休止後の当時と比較して、環境規
制が強化されているため、ダイオキシン類やアスベストへの対応費用は大
きく増加すると考えられ、さらに20年間放置したことにより土壌汚染が進
んでいれば、その調査費用、除去費用、調査や工事に係る安全対策費用、
地域住民への補償といった対応費用が膨らむ可能性があり、財政負担への
影響は大きい。

● 〇

（措置予定）2024年度（令和6年度）に解体工事発注支
援業務を委託、2025年度（令和7年度）中に解体工事の
設計を行い、予算要求を行う予定。

環境施設課 2025/3/7
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
5　環境施設課
5-2　し尿処理費

① 【意見】汚泥再生処理センター
の用務費が15年間固定の契約となっ
ているため、実態に見合ったものに
なっているか、検討・協議が必要で
ある。

汚泥再生処理センターの運転管理業務委託のうち、処理に用いる薬品費等
の用務費が15年間固定の契約となっているが、実態費用の調査や昨今の物
価上昇・光熱費の高騰を踏まえた協議はなされていない。安定的な処理委
託ができるよう、現行の長期契約における留意点を踏まえた見直しが必要
と考えられる。

● 〇

（措置予定）汚泥再生処理センターの運転管理業務委
託の契約（15年間）について受託者と協議し、当該契
約の変更はしなくても良いとの結論に至った。当該契
約は、2027年度（令和9年度）に終了するため、福山市
汚泥再生処理センター長寿命化総合計画等策定業務を
委託する中で、2028年度（令和10年度）から新たな長
期契約について物価変動にも対応できるよう検討して
いる。

環境施設課 2025/3/7
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見出しは包括外部監査結果報告書（要約版）に対応しています。 20 86 57 20 20 13

※1つの項目に対し、複数の対応状況を記載している場合があるため、指摘・意見の数の合計とは一致しません。
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
5　環境施設課
5-2　し尿処理費

② 【意見】し尿収集・貯留・中
継・輸送・処理の体制の長期的な見
直しを計画的に行う必要がある。

し尿処理関連施設のうち、貯留量の少ない貯留槽や処理量が少ない処理場
において、それぞれ輸送費・委託費が発生している。収集を必要とする世
帯が減少を続ける中、多くの財政負担と計画時間を要する処理設備の統合
計画とは別に、収集・貯留・中継・輸送の体制についても継続的な見直し
が必要と考えられる。収集・輸送体制の在り方と課題について議論・検討
を続け、その経過を文書に残して引き継いでいく必要がある。

● 〇

し尿の収集・処理等については、少量であっても継続
的かつ安定的に行わなければならない業務であるた
め、今後、市民生活に支障が生じない効率的・効果的
な体制の構築に向け2025年度（令和7年度）内を目途に
検討をしていく。

環境施設課 2025/3/7
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
6　南部環境センター
6-1　塵芥収集車

① 【意見】塵芥収集車の車種につ
いて、機能面・価格面の比較検討、
メリット・デメリットの再評価を定
期的に行う必要がある。

塵芥収集車の車種について、長らく機能面・価格面の比較検討をしないま
ま、プレス式の購入を続けているが、近隣他市や収集委託先は回転式を多
用している。塵芥収集車の改良により、過去に把握していたメリット・デ
メリットの内容や質が変化している可能性があるため、機能面・価格面の
検討とメリット・デメリットの再評価を定期的に行う必要がある。

● 〇

市では保有していない回転式の塵芥収集車について、
プレス式に対するメリット等を確認する中で、どの方
式を採用するか2025年（令和7年）9月までに検討す
る。

南部環境セン
ター

2025/3/7
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第5章　監査の指摘及び意見（環境部
各論）
6　南部環境センター
6-1　塵芥収集車

② 【意見】塵芥収集車の使用年数
の方針について、様々な観点から再
度検討する必要がある。

直営収集において、耐用年数を超えた使用を続けており、修繕費が多額に
発生している。委託先や他市はより短期間で更新している状況にある。車
両購入費に係る経済面のみでなく、修繕費や代替車の手当に係る事務負
担、収集担当者の安心安全や心理的負担の緩和等を踏まえ、使用年数の考
え方・方針について様々な観点から再度検討する必要がある。 ● 〇

市民サービスの低下につながらないよう費用対効果を
踏まえ2025年（令和7年）9月までに検討する。

南部環境セン
ター

2025/3/7
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